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社会と共に成長する日野自動車でありたい

2004年6月

日野自動車株式会社

日野環境委員会委員長　代表取締役社長

自動車の進化・普及とその環境負荷 「共存共栄」のこころと明治用水

ディーゼルエンジン開発と「社会ルール」

20世紀のシンボルとして、飛躍的な進化と普及を

遂げた自動車は、私たちの生活に大きな利便性と快

適性をもたらしました。しかし、その一方で、地球

環境や市民生活に対して、重大な悪影響を及ぼして

きたことも事実です。

地球温暖化を進めるCO2の排出量削減、自然エネ

ルギーの枯渇を防ぐための燃費向上、運行にともな

う振動や騒音の軽減、環境負荷の低いクリーンエネ

ルギーの開発など、私たちが取り組むべき課題は山

積しています。それら一つひとつを、日野自動車は

製品のライフサイクルでとらえ、環境負荷低減に取

り組んできました。

企業の存続には、安定した利潤の追求は欠かせま

せん。しかし、利潤追求のみに偏った事業活動に、

果たして長期的な持続可能性が望めるでしょうか。

私は、「共存共栄」という視点に立つ時、明治用

水のことを思い出します。愛知県中央部の矢作川か

ら取水し、周辺8市の農業・工業用水として生活を

支えるこの用水で、周辺の製造業工場の排水問題は

一切起こっていません。どんな大企業も「田んぼの

中でモノづくりをさせていただく」という謙虚な姿

勢で、「水質保全」が法規制以前の「社会ルール」

として根づき、その地域に暮らす人々の生活と自然

環境が保たれています。

地球環境・コミュニティとの「共存共栄」のここ

ろ。これがあってこそ、企業は存続していけるのだ

と、私は信じています。

これまでディーゼル車は、黒煙などのPM（粒子状

物質）排出から、マイナスイメージを抱かれてきま

した。私自身も「空気を汚す黒煙はひどいものだ」と、

一市民として感じていました。しかし、ヨーロッパ

でのディーゼルエンジンは、低CO2排出量という特

徴が評価され、普及とPM・NOx低減の技術開発が

進みました。日本とヨーロッパのこの違いは、技術

的な問題なのでしょうか。

私が知る範囲でも、ヨーロッパで大型トラックが

昼間の街中を走行する光景は見かけませんでした。

停車中のアイドリングストップは、運転マナーとし

て定着していました。

私はここに、「社会ルール」の差と、地球環境・コ

ミュニティに対する人々の考え方の違いを感じるの

です。

「対応型」から「提案型」の自動車開発へ

自動車開発は、常に法規制との関わりのなかにあ

ります。しかし、法規制の範囲内での改良・改善だ

けでよいのでしょうか。「規制に適合すればいい」で

はなく、「自分たちの技術で、どこまで性能の向上

を実現できるのか？」その追求こそが、未来を先取

りした技術を生み出していくのです。

「日野4ツ星プロジェクト」はまさにそれであり、コ

ーポレートメッセージ「性能は環境のために。」を体現

するものです。私たちは、「日野4ツ星プロジェクト」

に取り組むなかで、これまで不可能とされてきた超低

PM排出ディーゼルエンジンの開発を現実のものにし

ました。これは国土交通省の認定基準値をはるかに

先取りするものです。

法規制への「対応型」ではなく、地球環境・コミュ

ニティへの「提案型」の自動車開発へ。私たち日野自

動車は、これからも明確なビジョンをもった技術開

発に取り組み、社会の一員としての責任を果たして

まいります。

トップコミットメント
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●資本金
727億円（2004年3月31日現在）
●従業員
8,673人（2004年3月31日現在）

●製品
トラック・バス、各種特殊自動車、小型商業車、乗用車、各種エンジン
●トラック・バス出荷台数
87,911台
●受託車生産台数
222,676台（海外生産用部品は除く）
●売上高
8,559億円（2003年度）

会社概要
日野自動車株式会社

■「環境報告書2004」の編集方針
本報告書は、環境省発行「環境報告書ガイドライン（2000年度版）」「環
境報告書ガイドライン（2003年度版）」を参考に作成しました。投資家・株
主および製品ユーザーなどのお客様を主な対象としていますが、工場周辺の
方々など、一般の方にも読んでいただけるよう、専門的な言葉をできる限り
避け、やわらかい表現を心がけました。
記載内容としては、昨年度版をベースに「環境報告書ガイドライン(2003
年度版）」との整合性を考慮し、さらなる内容の充実を図りました。

■「環境報告書2004」の対象範囲
報告内容は、原則として2003年4月から2004年3月の日野自動車（一部
国内外関連会社の活動も含む）の環境保全に対する諸活動を対象として記載
しています。また、発行が6月のため、大きな進捗については2004年4月以
降の活動も記載しています。
本報告書は日野自動車のホームページ（http://www.hino.co.jp/）にPDF
形式で掲載しています。ホームページでは、下記の環境への取り組みについ
てもご覧いただけます。
・車種別環境情報
・グリーン購入法適用車種リスト
・低公害車両のラインナップ
・環境に関する日野自動車の発表

●事業所
■本社・日野工場
東京都日野市日野台3丁目1番地1
〒191-8660 TEL.042-586-5111
■羽村工場
東京都羽村市緑ヶ丘3丁目1番地1
〒205-8660 TEL.042-579-0411
■新田工場
群馬県新田郡新田町大字早川字早川10番地1
〒370-0344 TEL.0276-56-5111
■田町事務所
東京都港区芝4丁目11番3号
〒108-0014 TEL.03-3456-8811
■茨城御前山テストコース
茨城県東茨城郡御前山村大字長倉字大倉山2023番地
〒311-4613 TEL.0295-55-3122
■北海道芽室テストコース
北海道河西郡芽室町雄馬別14線26番地1
〒082-0382 TEL.0155-66-2511
■日高配車センター
埼玉県日高市上鹿山689番地1
〒350-1234 TEL.0429-85-4747
■青梅部品センター
東京都青梅市末広町1丁目5番1号
〒198-0025 TEL.0428-32-9911
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ページ Go To

ISO14001認証を、主要仕入先275社中

の184社が取得しています。また、「国内

関連会社生産環境小委員会」を構成してい

る21社では、既存20社に続き新規加入1

社も、2004年度内取得の予定です。

環境マネジメントシステム

仕入先関連会社の

ISO14001認証
取得を、さらに推進しました。

14

ページ Go To

自動車工場は、地球温暖化を進める温室効

果ガスCO2を排出します。2003年度は、

生産量の増加にともない総排出量は増えま

したが、売上高あたりの排出量は2000年

度比で21％低減しました。

生産活動

工場のCO2排出量、2000年度比

21％低減を
達成しました。

27

ページ Go To

2003年度の環境会計は、環境保全コスト

実績が総額206億円で、売上高比の2.4％

でした。経済効果は、省エネルギーによる

エネルギー費節減などで総額3,100万円

となりました。

環境マネジメントシステム

環境保全活動の費用対効果把握のため、

環境保全コストと効果
を集計しています。

16

ページ Go To

すべての販売会社に「販売会社環境ガイド

ライン」を発行しています。2003年度で、

全項目の適合を達成し「エコ・マネジメン

トディーラー」として認定された拠点は、

合計で30社80拠点となりました。

物流・販売からリサイクルまで

30社80拠点が

「エコ・マネジメント
ディーラー」に認定されました。

33

日野自動車と環境

2003年度活動ハイライト

2003年度の主な取り組みの成果と課題をラインナップします。

2003年度の日野自動車は、目指す事業像に向けて着実な前進を続けた一年でした。

その成果の一部を、取り組み分野ごとに、ハイライトで紹介します。

各取り組みの詳細は、以降のページをお読みください。
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ページ Go To

平成15年・16年（新短期）排出ガス規制値

（PM）85％低減レベルまでの強化に対し、

全社をあげた「日野4ツ星プロジェクト」の

技術開発で、規制対応にとどまらない排出

ガスの低減を実現しました。

製品の研究・開発

2005年

「新長期排出ガス規制」
に対する、研究開発に取り組みました。

21

ページ Go To

2005年1月、使用済み自動車のリサイク

ルと適正処理が義務づけられます。自社製

品のリサイクル性向上のため、設計からの

見直しと、委託生産関連会社との連携・協

力に取り組みました。

物流・販売からリサイクルまで

2005年

「自動車リサイクル法」
施行に向け、取り組みを強化しました。

35

ページ Go To

2003年11月、クリーンディーゼルエン

ジンとハイブリッドシステム搭載の「日野

デュトロハイブリッド」を発売。画期的な

排出ガスのクリーン化と燃費向上を同時に

実現しました。

製品の研究・開発

ハイブリッド技術
の研究開発を進め、
新型車を発売しました。

23

ページ Go To

販売後のアフターサービスプログラムと、

問い合わせや苦情に対するお客様窓口のシ

ステムを強化しました。また、製品に関す

る情報を販売店から収集し、品質保証部に

集約しています。

職場づくりと社会との関わり

アフターサービスとお客様窓口の強化で、

お客様への責任
を果たします。

39



日野自動車が変われば、環境を、そして世界を変えることができる。

この信念のもと、私たちは、ディーゼルトラック・バスの性能向上を、

全社をあげた一大事業と位置付け、取り組んできました。

名付けて、「日野4ツ星プロジェクト」。

日野の技術と情熱を結集し、21世紀のディーゼル車のあり方を先取り

した、このプロジェクト。

その中心人物、三木真介さんに、今日までの歩みを振り返ってもら

った。

東京都知事がペットボトルに入れて見せた煤が象徴

するように、日本国内で、ディーゼルエンジンは「悪し

き内燃機関」として扱われていた。一方、欧州では、デ

ィーゼルの特徴である低CO2排出量が認知され、多く

の自動車に使用されてきた。

2000年当時、（社）日本自動車工業会において「平

成15年、16年（新短期）排出ガス規制」が話題にな

った。この際の、PMへの関心の高さに、日野自動車は

明確な自主目標を設定した。

「規制対応ではなく、日野の技術がどこまでできるの

か。それを世に出そう」

こうして、日野自動車の、PM新長期規制基準値クリ

アへのチャレンジが始まった。しかし、この段階では、

基準値がどのくらい厳しいものになるかは、まったくの

未知数だった。

三木真介さん
国内企画部　商品計画室　室長

「超低PM排出ディーゼル車」四ツ星認定マーク

「日野4ツ星プロジェクト」誕生前

PM低減に向けた開発を進めるなか、新長期規制の基

準値が明らかになった。これは、日野の予想していた数

値とは一桁も違う、厳しいものだった。

「絶対にムリだ」

“世界一厳しい”この基準は、当時達成不可能と思わ

れた。しかし、国土交通省は、PM排出量0.05g/kWh

（各社が可能と考えたぎりぎりの水準）を“三ツ星”、

0.027g/kWhを“四ツ星”超低PM排出ディーゼル車と

認定する案を出し、ディーゼルメーカー各社に、取り組

み努力を要請した。

予想外に厳しかった「四ツ星」基準「0.027」

「0.027g/kWhという基準値は、技術的に難易度が

非常に高いものでした。正直、この数字をはじめて聞い

た時は、本当にクリアできるのか？誰もが不安を感じま

した」

しかし、社長、副社長の「必ずできる」という信念に、

皆の迷いは消えた。

「ディーゼル車メーカーとしての社会的使命のため、

世界一厳しい規制にチャレンジしよう」

社内に檄が飛び、「0.027」基準クリアのための最良

の技術は何なのか、プロジェクトのメンバー全員が、真

剣に討論を重ねた。

「必ずできる」社長の信念に、迷いは消えた

ちょうどその頃、10数年前から研究していた触媒付

きフィルターについての研究成果が固まりつつあった。

従来の触媒付きフィルターは、煤を捕集できるが目

詰まりをおこす。そのため、目詰まりの度にフィルター

交換が必要だった。これに対し、溜まった煤を自動的に

燃焼させるシステムの、技術的な目処が立った。

「この、触媒付きフィルターを核としたDPRシステム

こそ、最良の技術ではないか」

さまざまな研究を重ねたなかから達したこの結論。

こうして、「日野4ツ星プロジェクト」の“要”DPRシス

テムの実用化に向けた研究が始まった。

そして、DPRシステムの誕生へ
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CNGや燃料電池を動力源とした、クリーンエネルギ

ー次世代トラックの研究は進んでいる。しかし、社会的

なインフラが整うまでにはまだまだ時間がかかる。モー

ダルシフトへの切り替えが進んでも、物流全般に果たす、

トラック輸送の役割はいまだ大きい。

「四ツ星」認定車超低PMの実現とともに、燃費の大

幅向上も実現した。次の新長期規制のNOｘ規制値につ

いても、達成の目処はついている。しかし、さらなる燃

費向上への努力に終わりはない。排ガスと燃費は、ディ

ーゼルエンジンの永遠の課題だ。

「お客様に満足いただける製品を、一分一秒でも早く

届けたい」

規制の時期に関わらず、良いものは早期にお客様に

提供する。日野自動車のこの信念は、今後も変わること

はない。

排ガスと燃費は、永遠の課題

最近、日野が先行した「四ツ星」技術に、他社も追

従する動きがある。

「これはむしろ大歓迎ですよ。環境に真剣に取り組ん

できた我々の方向性が正しかった、という確信が持てま

す。他社もそういった技術を開発することは、地球環境

にとって良いことですから」

我々には、他社をリードしていく自信がある。常に

先を行く環境技術を開発することで、未来への正しい方

向性を示す。これが、我々日野自動車の使命。

「ディーゼル車の世界標準は、日野がつくる」

日野自動車のチャレンジは、続いていく。

ディーゼル車の世界標準は、日野がつくる

パワートレーンR&D部は、機械に得意な人間は多い。

しかし、DPRシステム開発にあたっては、セラミック

フィルター、触媒、電子制御技術など専門外の知識が必

要だった。そのため、他部署や関連会社の専門家に協力

を依頼した。

「あきらかにムリだ」ある仕入先会社は、当初あきら

めムードだった。しかし、南川さんは説得にあたった。

「我々と共に、世界一のシステムを開発しよう」

「いずれやるなら今やろう」この情熱が、プロジェク

トに関わる人たちの心を動かした。

「私たちも徹夜が続きましたが、仕入先も同じように

徹夜続きだったでしょう」

苦労の甲斐あって、2003年8月、遂に日本で初の

「四ツ星」基準適合車小型トラック 日野デュトロを世に

送り出すことができた。

我々と共に、世界一のシステムを開発しよう

今日、日野自動車では、大・中・小型すべてのクラ

スで「四ツ星」認定車をラインナップしている。

「今にして思うと、この成功は、仕入先を含め全社が

一丸となって成し得たもの。あらためて、このプロジェ

クトに関わった人たちに感謝したいです」

「日野4ツ星プロジェクト」を通しての特許申請数は、

実に50以上。技術的に大きなアドバンテージを築いた

ことは間違いない。多くのお客様から、黒煙が全く出な

いことへの驚きの声を聞く。

「嬉しい。しかし、この程度で満足するつもりはあり

ません」

南川さんの次の目標は、既存のシステムをより高性

能にすること。そして、ディーゼルエンジンの可能性へ

の極限までのチャレンジだ。

このプロジェクトに関わった人たちに感謝したい

DPRシステムの研究開発を担った中心人物が、

南川仁一さん。

従来のディーゼルエンジンは、ガソリンエンジ

ンと違い触媒を用いての排ガス処理をしてい

なかった。そのため約5年前に設立されたのが、

南川さんの所属する後処理設計グループ。

設立当時は、もちろん「日野4ツ星プロジェク

ト」はなかった。

南川仁一さん
パワートレーンR&D部　機能設計室　
後処理設計グループ長

日野自動車の設計・開発指針　　　→P17
排出ガス規制の動向　　　　　　　→P21
コモンレール式燃料噴射システム　→P22
ハイブリッド車　　　　　　　　　→P23

関連ページ

「四ツ星」技術者の声　　　Voice of Engineer
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日野自動車と環境

日野自動車と環境との関わり

ディーゼル車のライフサイクルすべてにわたる環境負荷を低減します。

日野自動車の主要製品であるディーゼル車は、各プロセスにおいて高い環境負荷を有しています。

これらの環境負荷を包括的に低減するために、設計段階から環境保全に取り組んでいます。

ININ

OUT

RECYCLE

供給資材※�
原材料投入量 �
・鉄 241千［t］ �
・アルミ 2千［t］ �
・樹脂 3千［t］ �
水使用量 �
・給水量 2,191千［m3］�
化学物質�
・使用量 2.7千［t］�
（※部品としての供給量は除く）�

開発・設計　　　P18 調達 � 生産　　　　　　P27

リサイクル性の向上�

供給エネルギー�
・電力 234千［MWh］�
・燃料（原油換算） 56千［k  ］�

廃棄物社外排出量�
・直接埋立 10［t］�
・社外焼却処理 710［t］�
・焼却灰  374［t］�

大気・水域への排出量�
・CO2 171千［t］�
・排水 1,644千［m3］�
・化学物質 629［t］�

生産分野のリサイクル�
・リサイクル 111千［t］�
・サーマルリサイクル 6千［GJ］�

■日野自動車の事業活動と環境影響
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Hino-Topics
　LCA（Life Cycle Assessment for Environment）とは、開発・設計から使用・廃棄に至るまでの、製品の全生涯＝

ライフサイクルにわたる環境影響を把握する手法です。この手法に基づいて分析することで、製品のライフサイクル全

体のどのプロセスで、とくに環境負荷が高いかがわかり、取り組みの課題が明確化します。 

「LCA でわかること」 

IN IN

OUT OUT

RECYCLE

使用済み 
自動車 

自動車部品 

物流　　　　　　P31 販売・使用・サービス P33

梱包資材 
・総使用量 19千［t］ 

燃料 

CO2 CO2 
排出ガス 
騒音 

リサイクル P35



9

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム

環境マネジメントシステム

環境保全推進組織

環境への総合的な取り組みを目指し、全社的組織で推進しています。

日野自動車は、環境保全活動を経営における重要課題の一つとして位置付け、

「日野地球環境憲章」と「日野自動車環境ボランタリープラン」を策定するとともに、

全社的組織である「日野環境委員会」を組織して、総合的な取り組みを推進しています。

環境保全推進体制

日野自動車は、1993年3月、環境保全活動の総

合的な推進を目指し、「日野地球環境憲章」と具体的

行動計画「日野自動車環境ボランタリープラン」を策

定しました。同時に、社長を委員長とする「日野環

境委員会」を全社的組織として設置し、環境保全活

動を推進しています。さらに下部組織として「製品

環境委員会」、「生産環境委員会」を設置し、ボラン

タリープランに基づく具体的な取り組みを推進して

います。

また、2002年3月には、「リサイクル委員会」と

「販社環境委員会」を新設しました。リサイクル委員

会は、自動車リサイクル法制定に伴う各種業務への

対応と社内システム構築を図り、販社環境委員会は

販売会社における環境管理体制構築の推進強化を目

的としています。

※製品環境委員会、生産環境委員会それぞれの下部組織が具体的な取り組みを推進しています。（P.10参照） 

企業理念 
豊かで住みよい地球をめざし、新たな価値を創造し続ける 

 

日野自動車環境ボランタリープラン 

日野地球環境憲章 
（P.10に基本方針と行動指針を記します。） 

製品環境委員会※ 

（委員長：開発部門管掌役員） 

生産環境委員会※ 

（委員長：生産部門管掌役員） 

リサイクル委員会 

（委員長：本社部門管掌役員） 

事務局 環境部 

販社環境委員会 

（委員長：国内事業部門管掌役員） 

推進体制 
日野環境委員会（委員長：社長） 
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■製品環境委員会、生産環境委員会の下部組織

排出ガス小委員会 

燃費小委員会 

車外騒音小委員会 

リサイクル設計小委員会 

フロン小委員会 

低公害車小委員会 

工場環境小委員会 

省資源化推進小委員会※ 

エネルギー削減小委員会 

国内関連会社生産環境小委員会 

海外関連会社生産環境小委員会 

製品環境委員会 生産環境委員会 

※廃棄物対策小委員会を省資源化推進小委員会に改名しました。 

日野地球環境憲章
～日野自動車の環境方針～

基本方針
１. 地球環境の保全を総合的かつ継続的に進めます
私たちはディーゼル車のトップメーカーとして、よりよい製品を世界各国の様 な々人々に提供し、豊かな社会づくりに貢献し続
けるとともに、その環境影響を認識し、事業活動のあらゆる場面において汚染の予防に配慮しながら継続的改善を進める
ことで、人と地球の持続的発展のために努力します。

２. 地球環境の保全を具体的かつ確実に進めます
私たちは環境マネジメントシステムの構築と運用を通じて、私たちに関連する法的及びその他の要求事項を遵守し、環境目
的及び目標を定め、評価し、見直す活動を継続していきます。

行動指針
１. 事業活動全般並びにクルマのライフサイクル全てに亘る環境負荷の最小化を図っていきます
トップレベルの環境性能を有する製品を社会に提供し続けると同時に、この生産及び物流過程においても環境負荷を最小
化する技術をたゆまず開発します。また、クルマのライフサイクルにおける全過程を包含する環境マネジメントシステムを構築し、
運用します。

２. 関係会社とのパートナーシップをより緊密にして進めます
私たちが事業を営むには、多くの方々の協力が不可欠です。クルマづくりのパートナーと国内外で協力し合い、私たちの環
境保全活動を更に大きな輪としていきます。

３. 情報開示･教育･啓発に一層つとめます
私たちの取り組みを一人でも多くの方に、より正確に知っていただくための活動を推進します。また私たち自らも、環境感性を
磨き続けます。

.
４. 企業市民としての、社会的取り組みへの積極的な参画を行います
私たちが社会に対して出来ることは、よりよい製品の提供ばかりではありません。企業市民として、また地域に生きる企業人
として、社会的取り組みに積極的に参画します。
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環境マネジメントシステム

2003 年度の目標と活動結果

中長期目標をふまえた年度目標に基づいて、計画を推進しています。

取り組みを推進するにあたり、マネジメント、開発、生産・物流の

各分野における具体的目標であるボランタリープランを策定し、

年次ごとの目標達成度の評価を次年度の計画に反映し、活動を推進しています。

取り組み方針
●CO2低減対策の積極的な推進

●PRTR対象物質の低減

●ゼロエミッションを目指した廃棄物低減、省資源化活動の推進

●水使用量の低減

●梱包・包装資材使用量の低減に向けた物流合理化の積極
的推進

取り組み方針
●要素技術と車両制御技術開発による各国、各地域での
クラストップレベルを確保
●ディーゼルエンジンの画期的なクリーン化

●クリーンエネルギー車の積極的な開発と拡販

●2015年リサイクル実効率95％に寄与するリサイクル設計の推進

●化学物質の管理とトップレベルを目指した取り組みの推進
●環境負荷物質の低減

●自動車騒音のいっそうの低減による商品力の向上

●車両における冷媒量の削減

取り組み方針
●環境マネジメントシステムの適用範囲拡大と充実…自社
国内全拠点（機能）でISO14001認証取得

●ISO14001認証取得の拡大

●グリーン調達・購入の推進

●販売会社における環境マネジメントシステム構築の推進

ボランタリープランの目標レベル
●2005年度末までに売上高あたりCO2排出量を2000年度比5％減
（2010年度末までにCO2排出量1990年度比10％減）［2005年度末］

●PRTR 対象物質を1998年度比30％削減［2005年度末］
●VOC排出量をボディライン平均55g/m2［2002年度末］

●直接埋立廃棄物ゼロを全工場で達成［2001年度末］
●焼却廃棄物を1990年度比1/3 以下［2005年度末］

●台あたり原単位2000年度比10％削減［2005年度末］

●梱包・包装資材総使用量を2000年度比20％削減［2005年度末］

ボランタリープランの目標レベル
●要素技術と車両制御技術開発によるクラストップレベル確保
［2005年度末］
●クリーンディーゼル車の早期導入［2003年度末］
●将来のクリーンディーゼル車の技術確立［2005年度末］

●普及拡大に向けたハイブリッドシステムのいっそうのレベルアップ
と搭載車種の拡充［2005年度末］
●CNG等各種クリーンエネルギー車への継続取り組み［2005年度末］
●リサイクル設計の車両への織り込み［2005年度末］

●管理対象物質の拡充とフォロー体制の強化［2005年度末］
●鉛使用量1996年比1/4以下に低減［2005年度］

●平成13年騒音規制対応車の導入［2001年度より］

●冷媒使用量の低減1995年度比10％減［2000年度より］

ボランタリープランの目標レベル
●自社の国内全拠点（機能）でISO14001認証取得［2005年度末］

●国内関連会社生産環境小委員会各社（23社）でISO14001認証取
得（1社1事業所）［2001年度末］

●海外主要生産拠点（5カ所）でのISO14001認証取得［2003年度末］
●部品のグリーン調達を展開［2001年度より］
●事務用品・機器のグリーン調達を展開［2001年度より］

●販売会社環境ガイドライン発行［2001年度初］

●マネジメント分野

●開発分野

●生産分野

項目
燃費の向上

排出ガスの低減

クリーンエネルギー車の開発

リサイクル性の向上

環境負荷物質含有量の管理と
低減

車両騒音の低減

フロン低減

項目
地球温暖化防止対策の推進

環境負荷物質の管理・低減

廃棄物低減と省資源

水資源の節約

物流合理化の推進

項目
総合的な環境マネジメントの
推進

国内外関連会社（仕入先）との
活動充実

販売会社との活動充実

P.9～16  

P.17～26

P.27～30 ●物流分野 P.31～32
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2003年度活動結果
●2000年度比21％低減

●1998年度比45％低減
●ボディライン平均53g/m2

●埋立廃棄物ゼロを維持
●1990年度比50％低減

●2000年度比28％低減

●2000年度比21％低減

2003年度活動結果
●新大型トラック「日野プロフィア」に盛り込み、発売開始
●小型トラック「日野デュトロハイブリッド」を発売開始
●大型、中型、小型トラック全車に「四ツ星」車をラインナップ
●燃焼改善などにより排出ガス低減目標達成を確認

●小型トラック「日野デュトロハイブリッド」を発売開始、
中型トラック「日野レンジャーハイブリッド」を発表
●DMEエンジン搭載車両により技術目標を達成
●内装品やハーネスの固定クリップの樹脂化等による解体性向上
●エアバッグの処理性評価実施、手順の明確化、解体マニュアルに反映

●小型車の鉛、水銀、カドミウム、6価クロムについて対応完了、
大型車について着手
●新大型車へのバッテリーハーネス端子の鉛フリー化等盛り込み実施により目標達成
●規制適合車「日野プロフィア」を発売開始

●全車種にて目標達成

2003年度活動結果

●2003年度に対象会社見直し実施（23社→21社）
●既存参加会社については、全社認証取得完了
●新規加入会社1社については、2004年度中取得を要請
●新規生産拠点に対し、稼動後1～2年以内の取得を要請
●2002年9月国内全仕入先に「環境に関する調達ガイドライン」発行済み
●グリーン購入率100％を継続

●2002年7月国内全販売会社に「販売会社環境ガイドライン」発行済み

2003年度目標
●燃費向上技術の確立、新型車への投入
●ハイブリッドトラックの開発
●新短期排出ガス規制対応車＋低PM車の開発と早期市場投入
●新長期排出ガス規制対応技術の確立

●ハイブリッドトラックの開発

●DMEエンジン搭載車の研究開発
●解体性の向上
●リサイクル性の評価実施
●環境負荷物質管理システムの構築
●EU指令4物質の現状把握と削減推進

●1996年比1/4以下達成へ向けた設計に盛り込む
●新型車の騒音規制適合

●冷媒使用量の低減1995年比10％以上削減

2003年度目標
●2000年度比3％削減

●1998年度比22％削減（900トン以下）
●ボディライン平均55g/m2

●埋立廃棄物ゼロ継続推進
●1990年度比55％削減（3,740トン以下）

●2000年度比6％削減

●2000年度比12％削減

2003年度目標
●2002年度全事業所でISO14001認証取得済み

●2003年度内全社認証取得

●各生産拠点の操業に応じた認証取得計画支援
●調達ガイドライン発行
●事務用品・機器のグリーン購入継続推進

●ガイドライン発行

記載ページ
P.13

P.14

P.13

P.14

記載ページ
P.19

P.21

P.23

P.25

P.26

P.24

P.26

記載ページ
P.27

P.29

P.28

P.27

P.31



13

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム

環境マネジメントシステム

日野自動車の環境マネジメントシステム

ISO14001認証取得を拡大し、システムの拡充を目指します。

2002年度中にほぼすべての事業機能でISO14001の認証取得を完了し、

2005年度までに環境マネジメントシステム（EMS）の拡充を図っていきます。

また、これらのシステムについて定期的に厳正な環境監査をおこなっており、

システムの有効性を確保しています。

日野自動車の認証取得状況 内部および外部環境監査

日野自動車では、2003年4月までに、本社機能、

製品開発、生産技術、生産、部品物流・車両物流、

国内事業および海外事業の統括拠点である田町事務

所で、ISO14001の認証を取得しています。

今後2005年度までに、これらのEMSを拡充す

るとともに、より一体感のあるEMSへのスパイラ

ルアップに取り組んでいます。

ISO14001に基づいた環境マネジメントシステ

ムを運用するなかで、内部環境監査および審査登録

機関による外部審査を実施しています。

2003年度の外部審査においては、下記の不適合

が指摘されましたが、重大な不適合はありませんで

した。

認証取得日

本社・日野工場 生産部門、製品開発部門、 2001年3月24日
生産技術部門、本社機能

羽村工場 生産部門 1999年3月10日
新田工場 生産部門 2000年3月27日
青梅部品センター 物流機能 2002年1月11日
日高配車センター
田町事務所 国内事業部門 2003年4月25日

■認証取得状況 重大な不適合 軽微な不適合 観察事項

本社・日野工場 更新審査 0 0 5
羽村工場 サーベイランス 0 0 2
新田工場 サーベイランス 0 1 2
青梅部品センター サーベイランス 0 1 1
日高配車センター
田町事務所 サーベイランス 0 0 0

■審査結果

■PDCAサイクルフロー

継続的改善 

日野地球環境憲章 
▼ 

環境ボランタリープラン 

DO 
実行 

CHECK 
点検 

PLAN 
計画 

ACTION 
見直し 

Hino-Topics

　事務用品、事務機器のグリーン購入をさらに積極

的に推進するため、2001年9月に環境省の「グリ

ーン購入法特定調達物品」などを参考に「グリーン

購入ガイドライン」と「グリーン購入推進計画」を作

成し、社内展開しました。2003年度は、目標を達成

し、100％グリーン購入を継続して実施しています。 

「グリーン購入」 

日野自動車の環境マネジメントシステムは、ISO14001に基づき、Plan（計
画）・Do（実行）・Check（点検）・Action（見直し）を一周期とするPDCAサイク
ルを回し、継続的改善を図っています。



国内販売会社の活動

環境マネジメントの輪をよりお客様の身近なもの

へと拡げていくため、2002年7月、国内すべての

販売会社へ「販売会社環境ガイドライン」を発行しま

した。これは、日野自動車独自の環境マネジメント

要求事項をとりまとめたものです。現在、このガイ

ドラインへの適合性を監査し、すべての項目に適合

した販売会社に対しては「エコ・マネジメントディー

ラー」としての認定をおこなっています。

国内販売会社42社中30社が「エコ・マネジメント

ディーラー」として認定されています。またそのう

ち2社がISO14001の認証を取得しています。
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環境マネジメントシステム

日野グループの環境保全活動

関連会社、販売会社を含め、グループを挙げて取り組みます。

日野自動車では、自社における取り組みを推進するばかりではなく、

国際規格であるISO14001の認証取得を活動の柱として、

国内外関連会社、販売会社を含めた日野グループでの環境保全へ取り組んでいます。

国内関連会社の活動 海外関連会社の活動

日野自動車は、2002年9月、国内全仕入先に

「環境に関する調達ガイドライン」を提示し、

ISO14001認証取得と環境負荷物質の管理・低減

を要請しました。主要仕入先275社中184社が

ISO14001認証取得し、未取得仕入先についても、

引き続き取得要請をおこなっていきます。

また、主たる仕入先21社による「国内関連会社生

産環境小委員会」を組織し、環境マネジメントを進

めています。2003年度には、既存参加会社の20

社すべてがISO14001認証を取得し、新規加入1

社についても、2004年度内に取得の予定です。

2003年度からは、参加各社との定期的な「環境懇

談会」も開始し、参加会社の環境意識向上を図って

います。

海外関連会社については、「海外関連会社生産環

境小委員会」を設置し、各国各社の環境管理活動の

運営や、現地スタッフへのISO14001研修の実施

などの支援活動をおこなっています。

今年度は特に、HMMT（タイ）、HPM（パキスタ

ン）に対して現地訪問をし、環境保全活動について

の意見交換会を開催しました。来年度はこうした取

り組みをさらに拡大していく予定です。

環境に関する調達ガイドライン

参加各社との環境懇談会

■日野自動車グループのEMS構築状況

HPMとの意見交換会

対象会社 ISO14001 エコ・マネジメント
認証取得 ディーラー認定

国内 関連会社 21 20 －
主要仕入先 275 184 －
販売会社 42 2 30※

海外 関連会社 5 2 －

2004年3月末

EMS構築

※エコ・マネジメントディーラー認定数にはISO14001認証取得会社も含む。
エコ・マネジメントディーラーとは日野による認定（詳しくは、33ページ）。
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環境マネジメントシステム

環境教育とリスク管理

環境意識を啓発し、環境リスクに対して的確に対応します。

効果的な環境保全活動の実践を目指し、社員の環境意識高揚のため、

環境教育・啓発活動を実施しています。また、安全操業と環境負荷低減のため

緊急時における対応法を策定するとともに、定期的に訓練を実施しています。

環境教育と啓発活動 緊急時対応と環境関連事故

効果的な環境保全活動の推進には、社員一人ひと

りの環境保全意識を高めることが重要と考え、環境

教育・啓発活動を積極的に実施しています。

1994年度からは、新入社員教育プログラムのな

かに環境教育を組み込み、自動車産業を担う一員と

しての自覚と責任を学ぶ場となっています。また、2

月の省エネルギー月間には、2003年度で5回目と

なる全社省エネルギー事例発表会を実施しました。

工場の安全操業と環境負荷低減のため、適正な運

転基準、作業標準を定めて、安定した操業の維持管

理に努めています。また、緊急時に組織的・効率的

な活動ができるよう「緊急時の対応方法」を定めてお

り、定期的に対応訓練を実施しています。2003年

度は、環境に関連した事故はありませんでした。

苦情・訴訟・製品リコール

2003年度は、環境に関する苦情が4件発生しま

した。内訳は、騒音1件、騒音・振動1件、臭気2件

です。これらにつきましては、実態を調査し、適切

な対応を実施しました。

2003年度のリコールは17件でした（39ページ

参照）。このうち環境に関連したものはありません。

なお、環境関連の訴訟としては、自動車排出ガス

の健康への影響に関する東京大気汚染公害訴訟（第

1～5次）が継続中です。このうち、第１次第1審の

判決が2002年10月29日に出されましたが、現在

控訴審で審理中です。第2～5次の訴訟については

第1審で審理中です。

Hino-Topics
　日野自動車では、1999年から毎年、省エネルギー月間である2月に「全社省エネルギー事例発表会」を開催しています。 

　日野自動車全社の各生産サイト、開発部門、事務部門、生産技術部門が、それぞれ省エネルギーの取り組み事例を発

表し合います。環境担当役員の厳しい審査によって優秀事例が決定され、各サイトや部門の省エネ意識向上と取り組み

の活性化を促しています。 

　2003年度の最優秀事例は、新田工場シャシ製造部の「原点から挑戦した省エネ活動」です。この事例は経済産業省

より「平成15年度省エネルギー実施優秀事例」としても表彰を受けています。 

「全社省エネルギー事例発表会」 

コース名　　　 受講者数

新入社員教育　 200名

■教育プログラム（2003年度受講）

環境マネジメントシステム主任審査員 1名

環境マネジメントシステム審査員（補） 11名

公害防止管理者 75名

エネルギー管理士 16名

環境関連資格名称 保有者数

■教育関連資格保有者（2004年3月現在）
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環境マネジメントシステム

環境会計

費用対効果の把握で、継続的に環境保全活動を推進します。

日野自動車では、環境省「環境会計ガイドライン」をもとに、

環境保全コストと効果を集計しています。

費用対効果を把握することで、効果的な環境投資をおこない、

継続的に環境負荷を低減していくことを目的としています。

環境保全コスト

環境保全効果

下表は環境省の「環境会計システム導入のための

ガイドライン」を参考に、日野自動車で集計してい

る環境コストを分類したものです。2003年度の環

境保全コストの実績は、総額で206億円となりま

環境保全効果については、確実な根拠に基づくも

ののみ、単年度効果として算定しました。具体的に

は、省エネルギーによるエネルギー費の低減と廃棄

物低減による処理費用の低減で、2003年度は総額

で3,100万円となりました。

した（売上高比2.4％）。ただし、環境対応とそれ以

外の目的のものと区別が難しい設備投資などについ

ては、環境対応分が明確に把握できるもののみ計上

しました。

─ ─ 72 365 48 339
─ ─ 71 7 39 1
─ ─ 5 410 3 412
141 794 147 781 91 752

─ ─ ─ ─ ─ ─

─ 333 ─ 362 ─ 419

─ 19,170 ─ 19,366 ─ 19,370

─ 7 ─ 7 ─ ─

─ ─ ─ ─ ─ ─

141 20,304 147 20,518 91 20,541
20,445 20,665 20,632

大気汚染、水質汚濁などの公害防止のためのコスト
省エネルギー設備などの地球環境保全コスト
リサイクル、廃棄物の処理などの資源循環コスト

環境負荷を減らすための追加的コスト
EMSの構築・運用・認証取得のためのコスト
環境負荷の監視・測定のためのコスト
環境保全対策組織の人件費
環境保全対応製品の研究開発費
環境負荷抑制のための研究開発費
自然保護、緑化などの環境改善対策コスト
環境情報公表のためのコスト
自然破壊などの修復のためのコスト
環境の損傷に対応する保険料

公害防止コスト
地球環境保全コスト
資源循環コスト
計

（2）上・下流コスト

（3）管理活動コスト

（4）研究開発コスト

（5）社会活動コスト

（6）環境損傷対応コスト

合　計

■環境保全コスト

（1）事業
エリア
内コスト

項 目 主な取り組みの内容
2001年度

投資額 費用 投資額 費用 投資額 費用
2002年度 2003年度

［単位：百万円（─は百万円未満）］

収益 リサイクルによる事業収入等 ─ ─ ─

費用 省エネルギーによる 119 40 27

節減 エネルギー費の節減

省資源またはリサイクル活動 7 1 3

による廃棄物処理費の節減

合計 126 41 31

CO2低減［ton-CO2］ 4,797 315 659
廃棄物低減［ton］ 50 29 1,435

■経済効果

■物量効果

［単位：百万円］

項目

項　目

2001年度 2002年度 2003年度

2001年度 2002年度 2003年度
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製品の研究・開発

環境と共生するディーゼル車の設計・開発

「環境との共生」を基本性能として、製品の開発をおこなっています。

日野自動車では、パワーや積載量、走行性、居住性などの基本性能と同様に、

環境との共生もまた、ディーゼル車に求められる重要な性能であるとの認識のもと、

さまざまな知見や最新技術を動員して、新製品の開発をおこなっています。

コンバインドEGRシステム
日野自動車独自のパルスEGRシステムを進
化させ、高効率クールEGRと組み合わせた、
世界初の「コンバインドEGR」により、
NOxの大幅な低減をおこないます。

（排ガス低減） P.21  

ターボインタークーラー
エンジンの吸気温度を下げるインタークーラー
は、燃焼温度を下げ、NOxを低減するとともに、
燃費向上にも寄与します。

（燃費向上、排ガス低減） P.19  

アイドルストップシステム
渋滞や信号待ちなど停車時にシフトレバーをニ
ュートラルにすると、自動的にエンジンがストッ
プ。排出ガス、騒音の低減はもちろん、低燃
費にも貢献します。

（燃費向上、排ガス低減） P.20  

空力特性
空力特性に優れたキャブスタイルがいっそう
の燃費低減を図ります。

（燃費向上） P.20  

リサイクル材料
内装樹脂部品にリサイクル性のよい熱可塑性
樹脂を採用。フロアマット裏面フェルトやシー
トクッション、バッテリーカバーにも再生材を積
極的に採用しています。

（リサイクル） P.25  
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日野自動車の設計・開発の指針

日野自動車は、環境との共生もディーゼル車に求

められる基本性能として重要であると考え、長年に

わたり研究・開発を進めてきました。なかでもディ

ーゼルエンジンの低公害化には最も精力を傾けてお

り、短期排出ガス規制、長期排出ガス規制、そして

新短期排出ガス規制を順次クリアし、よりいっそう

厳しい新長期規制への対応を目指しています。

新しい知見や最新技術を総動員して課題に挑戦す

る過程で、数多くの先進的な技術が生まれました。

初めてディーゼルの燃焼を測定・撮影したことや、

直噴式ディーゼルエンジンのNOxと黒煙の生成過程

の解明、世界初のディーゼルと電気のハイブリッド

「HIMR（ハイエムアール）」の発表など、日野自動車

の基礎研究は、あらゆる状況や環境を考慮し、丹念

な分析実験の裏付けのもとにおこなわれています。

常に「環境と性能」の両立を図っていきます。 
日野自動車は、地球温暖化対策としてよりいっそうのCO2排出量低減を、大気汚染対策

としてディーゼル車のNOx、PM、黒煙の排出量低減を、それぞれ最重要課題と位置付け

て種々の技術開発を実施してきました。 

エンジン性能の向上とバランスをとりながら、長年にわたる研究・開発による新技術の投

入、リサイクル性の向上、環境負荷物質の使用量削減などにより、「環境と性能」の両立を

図ってきました。 

今後さらに、実績ある先進ディーゼルテクノロジーに磨きをかけ、環境フロントランナーと

しての車を市場に提供すべく、製品開発を推進していきます。 

取締役副社長・ 
製品環境委員会委員長 
 
鈴木　孝幸 

Hino-Topics
　運転する方の安全性もまた、設計・開発の重要な指針です。日野自動車は、さまざまな事故を想定した「衝突安全」「予

防安全」、運転者の「疲労低減」という3つの視点により、ディーゼル車のトータルセーフティに取り組んでいます。 

■衝突安全…イージスキャブ、大型リアバンパー、フロントアンダーランプロテクター 

■予防安全…セーフティアイ、ABS、リターダー、スキャニングクルーズ、ディスチャージヘッドランプ、 

　　　　　　ロールスタビリティアシスト、左後側方視界補助カメラ、車線逸脱警報装置、タイヤ空気圧モニター 

■疲労低減…エアサスキャブ、プロシフト、ESスタート、乗り心地向上、ハイファンクションシート、直進安定性向上 

「安全性への取り組み」 

コモンレール式燃料噴射システム
燃料の噴射量、噴射時期、噴射圧力などをコン
ピュータが的確に制御。広い回転域にわたり常
に最適な噴射がおこなえ、効率的な燃焼によ
り、排出ガスの低減をおこないます。

（排ガス低減） P.22  

DPRクリーナー
排出ガス全量を高耐熱性セラミック壁に通し
ろ過する「ウォールフロータイプ」の微細孔フィ
ルターを採用。PMを95％以上低減します。

（排ガス低減） P.22
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製品の研究・開発

燃費性能の向上

さまざまな先端技術を駆使して、燃費の向上に努めています。

製品開発を通じた省エネルギー施策として、燃費の向上に注力しています。

ターボインタークーラーやPro Shift（プロシフト）12段ギヤの開発など、

長年の研究に基づく先進の技術力で、CO2排出量削減に貢献します。

ターボインタークーラー（TI） Pro Shift（プロシフト）12段

「日野プロフィア」に搭載した直列6気筒E13C型

エンジンは、日野が総力を挙げて開発に取り組んだ

新世代ディーゼルエンジンです。

世界初、電子制御パルスEGRと高効率クール

EGRの組み合わせにより、NOxの低減を一段と高

めるコンバインドEGRを採用しています。

さらに、極低回転域から圧倒的な高トルクを発揮

し、極めてスムーズな発進性を確保するとともに力

強い加速性を実現しました。新開発プロシフト12

段と組み合わせることで、常に最適な燃焼回転数で

の走行ができ、群を抜く低燃費をもたらします。

E13C型エンジンの低燃費性能をフルに引き出

す、国内初※のフルシンクロ型構造のPro Shift12

段セミオートマチックトランスミッションを新開発

しました。

発進から高速巡航までを幅広いギヤレンジがカバ

ーします。常に燃費の良いグリーンゾーン内で的

確・スムーズな自動変速をおこない、イージードラ

イブと省燃費走行を両立させます。

これにより、運転疲労の軽減に加え、動力性能の

向上も実現しました。

■可変ノズルターボ搭載のE13C

ギヤ位置表示インジケーター

E13C
直列6気筒エンジン
コモンレール式燃料噴射システム
コンバインドEGR採用
可変ノズルターボ搭載
総排気量：12.913L
302kW（410PS）

Pro Shift（プロシフト）12段

※大型トラッククラス



20

日
野
自
動
車
と
環
境

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム

環
境
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス

職
場
づ
く
り
と
社
会
と
の
関
わ
り

デ
ー
タ
集

アイドルストップシステムの設定車両拡大 空力特性

このシステムは、東京都をはじめとする各自治体

のアイドリング停止条例などの拡大に対応し、渋滞

や信号待ちなどの停車時でも、シフトレバーをニュ

ートラル位置にするだけの簡易操作で、自動的にエ

ンジンを停止するものです。路線バスのみならず、

観光バスや都市内走行の多いトラックにも設定して

います。燃費向上が得られるとともに、排出ガスや

騒音の低減も可能になります。

低燃費車には、エンジン部分以外での技術開発も

不可欠です。空気抵抗低減のためのボディスタイル

改善、エアロバンパーやウィンドデフレクターの装

着、車両の軽量化、パワーラインシリーズの適正化

などを図り、低燃費車の開発を進めています。

「日野プロフィア」には、世界トップレベルの空力

性能を追究して生まれた「グランドエアロテック・デ

ザイン」のキャブが採用されています。

Hino-Topics
　燃費向上のために、エンジン性能を向上させるだけではなく、空気抵抗低減のためのボディスタイルなどの改善、車

両の軽量化、パワーラインシリーズの適正化などの技術を盛り込んでいます。 

　また、ハード面の取り組み以外では、ユーザーの車両運行条件と、車両性能などをコンピュータでシミュレーションす

る運行シミュレーションサービスで、運行方法の改善に役立つ情報提供をおこなっています。さらに、車両が持っている

最適性能を最大限に発揮させる運転テクニックなどの紹介と、実車での体験とを交えた省エネ運転講習会を、全国各地

で実施しています。 

「その他の省エネ活動」 

●大型トラック「日野プロフィア」
12年ぶりにフルモデルチェンジした「日野プロフィア」シリーズは、
今世紀の物流をリードする大型トラックとして、日野自動車の全技
術を投入。そのすべてを新規開発し、性能と商品力を大幅に向上さ
せました。

■平成16年排出ガス規制適合
■超低PM排出ディーゼル車認定制度
85％低減レベル「☆☆☆☆」
■8都県市低公害車指定制度「良低公害車」
■京阪神6府県市指定低排出ガス車制度「LEV-6」適合車
■自治体環境確保条例適合車（東京都、埼玉県、千葉県、
神奈川県）
■平成13年騒音規制適合車
■自動車NOx・PM法適合車

■アイドルストップシステム操作要領

車両走行 

パーキングブレーキを戻す 

エンジン自動始動 

クラッチペダルを踏み込み 

エンジン自動停止 

パーキングブレーキを引く 

クラッチペダルを放す 

シフトレバーをニュートラルにする 

車両停止 

クラッチペダルを踏み込む 

低燃費を図るキャブスタイル
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製品の研究・開発

排出ガスの低減

優れた技術力で、排出ガス規制の強化に対応。

2003年10月より、自動車排出ガス規制が強化されました。

また、低排出ガス車認定制度も始まっています。日野自動車では、

従来から蓄積してきた優れた研究、開発のノウハウで、

これらの規制強化に対応していきます。

ディーゼル車排出ガス規制の動向 コンバインドEGRシステム

2003年10月から、従来規制よりPMでは約

30％強化されたディーゼル車排出ガス規制「新短期

排出ガス規制」が実施されました。さらに、2005

年には新短期排出ガス規制値の85％低減レベルま

で規制強化する「新長期排出ガス規制」が予定されて

います。日野自動車では、これらの規制強化に対応

するため、精力的に研究開発に取り組んでいます。

また、国土交通省は、排出ガス量が少ないディー

ゼル車の開発、普及を促進するため「低排出ガス車

認定制度」と「超低PM 排出ディーゼル車認定制度」

を開始しています。これらの認定制度に対しても、

上位ランクの認定確保に努めていきます。

EGR（排出ガス再循環）システムは、排出ガスを

燃焼室に再循環させ、燃焼室内空気の酸素濃度を低

くし、緩やかな燃焼で燃焼温度を下げて、NOxの

低減を図るものです。

「日野プロフィア」に採用した「コンバインドEGR

システム」は、高負荷時には日野独自のパルスEGR

を進化させた電子制御パルスEGRを、また、軽負

荷時には排出ガスを冷却してシリンダー内に再循環

させる高効率クールEGRを適用。冷却水への放熱

量増加を抑えながら、かつ燃費悪化をともなわずに

高負荷域の排出ガス再循環を達成することにより、

NOxの大幅低減を可能としました。

■ディーゼル車排出ガス規制の動向

PM 
(g/kWh) 
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■コンバインドEGRシステム

エンジン 
協調制御 
コンピュータ 

電磁弁 
電磁弁 

エンジン 
オイル 

吸気カム 

吸気 
バルブ 

排気 
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排気カム ブレーキカム 

ターボ 

EGRバルブ 
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水 

パルスEGR

クールEGR

コンバインドEGR



DPRクリーナー

エンジン排出ガス全量を高耐熱性セラミック壁を

通して濾過する「ウォールフロータイプ」の微細孔フ

ィルターの採用により、排出ガス中の煤の95％を

捕集。コモンレール式燃料噴射システムのきめ細か

い電子制御により、捕集した煤を走行中に燃焼処理

します。従来は困難とされていた渋滞をともなう都

市走行など、排気温度が低い状態でも、安定した

PM低減性能を発揮します。
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コモンレール式燃料噴射システム 自治体の低公害車指定制度への対応

コモンレール式燃料噴射システムは、高圧の燃料

をコモンレール内に蓄え、電子制御されたインジェ

クターから各気筒に噴射するというものです。これ

により、燃料の噴射時期、噴射量、噴射圧力などが、

エンジンの回転に関係なく一括制御できます。低回

転域から高回転域まで、負荷に応じた高圧の燃料噴

射が可能となり、クリーンで優れた燃焼によって大

幅な排出ガスの低減を実現しました。

2003年11月に発売した「日野プロフィア」は、

この高圧なコモンレール式燃料噴射システムによ

り、燃料噴射をきめ細かにコントロールし、走行条

件に合わせた最適な燃焼制御を可能にしました。

日野自動車は、関東地区の8都県市が実施してい

る「低公害車指定制度」、関西地域の6府県市が実施

している「LEV-6指定制度」に積極的に対応してい

ます。都市内走行車型を中心に、トラックおよび路

線バスなどに、LPG車、CNG車、ハイブリッド車

42車型が指定を受けています。また信頼性の高い

酸化触媒付ディーゼルエンジンや、DPRシステム搭

載車については、274車型が指定を受けています。

また、2003年10月から1都3県の自治体が定め

る、PM排出基準を満たさないディーゼル車の運行

規制（1都3県内運行禁止）が開始されました。日野

自動車では、平成6年規制（KC付）車以降の既販売

車用PM減少装置として、「PMトラップ」が8都県

市の指定を受けています。

●中型トラック「日野レンジャー」
「日野レンジャー」は、発売以来「環境性能」「燃費」「積載効率」「輸送
品質」「居住性」等において、お客様から高い評価をいただいていま
す。クリーンディーゼルシステム「DPR」採用により、環境性能を
さらに進化させ、今世紀の物流をリードします。

■平成15年排出ガス規制適合
■超低PM排出ディーゼル車認定制度
85％低減レベル「☆☆☆☆」
■8都県市低公害車指定制度「良低公害車」
■京阪神6府県市指定低排出ガス車制度「LEV-6」適合車
■自治体環境確保条例適合車（東京都、埼玉県、千葉県、
神奈川県）
■平成13年騒音規制適合車
■自動車NOx・PM法適合車

■噴射圧力の比較グラフ

噴
射
圧
力 

低速←　　　　エンジン回転速度　　　　→高速 

従来の噴射ポンプ 

コモンレール式燃料噴射システム 

■低公害車指定車型の推移

■■LPG車 
■■CNG車 
■■ハイブリッド車 
■■触媒付車 
　　（2003年はDPR 
　　搭載車を含む） 

車
型
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台
） 
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製品の研究・開発

クリーンエネルギー車の開発

環境負荷の低いクリーンエネルギー車開発に取り組んでいます。

LPG車、CNG車、ハイブリッド車など、環境負荷の低い新エネルギー車の開発にも

積極的に取り組んでいます。これらの車両には、グリーン購入法に適合している

ものもあり、インフラ整備を含めて、積極的に展開していきます。

ハイブリッド車
LPG（液化石油ガス）車、
CNG（圧縮天然ガス）車

日野自動車は1991年、世界に先駆け、ディーゼ

ルと電気によるパラレル方式のハイブリッドバス・

トラックを量産化し、日本全国で活躍しています。

2003年11月には、このハイブリッドバス・トラ

ックの技術を進化させた「日野デュトロ　ハイブリ

ッド」を発売しました。この車両の低公害・低燃費技

術はPMを95％低減するクリーンディーゼルシス

テム「DPR」と日野独自のハイブリッドシステムを

組み合わせたもので、新短期排出ガス規制のPMが

最も少ない85％低減レベル『☆☆☆☆』をクリアし、

NOxも新短期排出ガス規制値に対し50％以上低

減、新長期排出ガス規制レベルを達成しました。

また、現行ディーゼル車と比べ、燃費を約1.3倍

に向上させ、CO2排出量を約25％低減しました。

さらに、2004年1月からは4トン積クラス「中型

ハイブリッドトラック」のモニター運行を開始しま

した。この車両はNOxを新長期排出ガス規制適合

レベルとし、PMは新短期排出ガス規制の85％低

減レベル『☆☆☆☆』をクリアしており、燃費を現行

ディーゼル車と比べ、約20％向上させ、2004年

春に発売となりました。

LPG車、CNG車はNOx、PM、黒煙の排出量が

少なく、低騒音などの優れた特性を備えています。

日野自動車では、小型トラック「日野デュトロ」には

LPG、CNG仕様車、中型トラック「日野レンジャ

ー」、「HU型路線バス」にCNG仕様車を設定してい

ます。

いずれも燃料がガスのため、大きなタンク容量が

必要となり、航続距離が十分とれないなどの問題が

ありますが、今後、燃料供給などのインフラの整備

状況を勘案し、都市内走行車型を中心に車型シリー

ズへの展開を検討していきます。

Hino-Topics

　日野自動車は、本社・日野工場に隣接して、CNG

燃料供給施設「日野自動車エコ・ステーション」を開

設しました。一般車両を含めて、CNG燃料の供給サ

ービスを実施しており、東京都心部に比べて充てん

設備の少ない東京西部地域で、CNG車の普及に貢

献しています。 

「CNGエコ・ステーション」 
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その他の次世代燃料の研究

日野自動車は、次世代燃料の研究にも積極的に取

り組んでいます。現在、HIMR※1システムをベース

に、次世代燃料のDME※2エンジンの開発を経済産

業省の委託を受け研究中です。

また、トヨタ自動車と共同で、高圧水素を燃料と

する燃料電池ハイブリッドシステム搭載の大型バス

の開発を進めてきました。2003年8月からは、東

京都の「燃料電池バス・パイロット事業」として、都

営バスの路線運行を開始しています。

グリーン購入法適合車型

2001年4月に制定されたグリーン購入法に適合

している車型は、現在下記の4車種です。（2004年

3月現在）

◆小型トラック日野デュトロCNG車5車型

◆中型トラック日野レンジャーCNG車8車型

◆大型路線バス日野ブルーリボンシティCNG車2車型

◆小型トラック日野デュトロハイブリッド車4車型

※1 HIMR（ハイエムアール）システム：
Hybrid Inverter Controlled Motor & Retarder System

※2 DME：ジメチルエーテル

Hino-Topics

　日野自動車は、エンジン・駆動系などの音源対策

で車外騒音の低減化に取り組んできました。燃焼改

善や最新解析技術を駆使した騒音低減策による構

造の改善、さらに吸音材・遮音材の的確な配置をお

こなっています。 

　新大型トラック「日野プロフィア」には、コモンレ

ール式燃料噴射システムの採用、遮音カバーの強化、

マフラーの改良など、これまでに蓄積してきた低騒

音化技術を盛り込み、平成13年騒音規制をクリア

ーしました。これにより、すべての車型における加

速騒音規制への対応が完了しました。 

「車外騒音の低減」 

●小型トラック「日野デュトロ　ハイブリッド」
新開発のクリーンディーゼルエンジンと、日野が熟成を重ねたハイ
ブリッドシステムとの組み合わせにより、画期的な排出ガスのクリ
ーン化と燃費向上を同時に実現しました。

■平成15年排出ガス規制適合
■超低PM 排出ディーゼル車認定制度
85％低減レベル「☆☆☆☆」
■国土交通省「優－低排出ガス」認定
■8都県市低公害車指定制度「優低公害車」
■自治体環境確保条例適合車（東京都、埼玉県、千葉県、
神奈川県）
■平成13年騒音規制適合車
■自動車NOx・PM法適合車

燃料電池バス

車　種 規制値dB（A）平成10年 平成11年 平成12年 平成13年 平成14年 平成15年

現行→新規制 1998 1999 2000 2001 2002 2003

大型車 全駆車 83→82

GVW＞3.5t トラック 83→81

150kW超 バス 83→81

中型車 全駆車 83→81

GVW＞3.5t トラック 83→80

150kW以下 バス 83→80

■加速騒音規制の動向

10
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●

9
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9
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9
●

9
●

10
●

10
●

●新型車規制 ●継続生産車

＊車両詳細仕様は、ホームページをご覧ください。
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リサイクル推進と環境負荷物質削減

リサイクルを視野に、原材料の環境負荷低減を推進しています。

車の使用時以上に環境負荷が高いのが、廃棄の段階です。

日野自動車は設計時よりリサイクル性を考慮し、その実効率向上に取り組んでいます。

また、自主基準を定め、鉛や冷媒などの環境負荷物質の使用削減を進めています。

リサイクル性を考慮した設計

リサイクル率

2001年4月に改正された再生資源利用促進法に

基づき、リサイクル性の事前評価に加え、廃棄物の

発生抑制、製品・部品の再利用を網羅した設計ガイ

ドラインを制定し、設計基準へ展開しています。

●リサイクルしやすい材料の採用

リサイクル性向上のため、複数の材料を使用して

いる複層部材も含めて、熱硬化性樹脂材・ゴム材を

リサイクル性のよい熱可塑性樹脂材に切り替えまし

た。コンソールボックスなどの内装樹脂部品やバン

パーグリルは、新開発の高光沢AESに切り替えて

無塗装化しました。

●リサイクル材料の適用拡大

リサイクル活動活性化のため、リサイクル材料の

適用を拡大しています。フロアマットの裏面フェル

トに再生フェルトを採用しました。そのほか、シー

トクッションの一部分には再生ウレタン、バッテリ

ーカバーには樹脂バンパーのリサイクル材を使用し

ています。FRP樹脂、外板用ナイロンアロイ樹脂、

トラックの荷台に多く使用されている木材のリサイ

クル技術などの検討も進めています。

新型車のリサイクル可能率については、キャブ付

きシャシ状態で、自主目標の90％以上を達成しま

した。一方、現状の使用済み商用車のリサイクル状

況を反映した、リサイクル実効率向上にも取り組ん

でいます。

実車解体調査をおこない、リサイクル実効率の現

状と向上のための課題を把握しました。今後樹脂材

料の統合や、解体性の評価を実施し、2015年リサ

イクル実効率95％達成を目指します。

●解体性の向上

ドアトリムやインパネの基材は、リサイクル性の

よいTSOP（Toyota Super Olefin Polymer）を採

用しています。表皮の接着範囲の縮小や、ビス締め

点数の削減、さらに固定クリップの樹脂化により、

分解しやすい構造にしました。

■リサイクルしやすい材料

バンパー
グリル

■リサイクル率の向上

リサイクル実効率の向上 

樹脂素材の統合と選択 

PP樹脂材のグレード統一 

熱硬化性樹脂 

↓ 

熱可塑性樹脂 

解体性向上 

解体性評価システムの 

確立・推進 

評価結果の設計への 

フィードバック 

リサイクル実効率95％達成 
（2015年以降はリサイクル実効率95％以上達成が目標） 



エアコン用冷媒の削減

地球温暖化に影響のあるカーエアコン用冷媒

HFC134aの使用量削減を推進しています。

大型トラック「日野プロフィア」では、冷媒量を

600g/台に、中型トラック「日野レンジャー」では

400g/台に低減しています。
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鉛使用量の削減 その他の環境負荷物質の削減

鉛使用量の削減活動は、新型車の鉛使用量（バッ

テリーは除く）の自主目標を、1996年の1/2以下

（2001年）および1/4以下（2006年）と段階的に

定め、実施してきました。

大型トラック「日野プロフィア」では、銅ラジエー

ター、銅ヒーターコアのアルミ化に加え、バッテリ

ーハーネス端子の鉛フリー化などをおこない、

2006年目標の鉛使用量1/4以下を達成しました。

日野自動車は環境負荷物質に関する自主基準案を

策定し、その削減目標に向けた取り組みを推進して

います。

自動車リサイクル法施行以降、ナビゲーションな

どの液晶ディスプレイや室内蛍光灯など、交通安全

の観点で使用する以外は、水銀の使用を禁止します。

また、カドミウムは2007年1月以降、六価クロ

ムは2008年1月以降の使用を禁止していきます。

●バス「ノンステップバス　日野レインボー」
低公害ディーゼルエンジンを搭載した「指定低公害適合車」を設定。また、
アイドルストップシステムの採用により、低燃費低排出ガス、低騒音を実
現しました。

■平成10、11年排出ガス規制適合
■平成10年騒音規制適合
■東京都環境確保条例適合
■8都県市低公害車指定制度適合
■LEV-6適合

■鉛使用量目標比較数値

2006年目標を 
達成 

1996 （年） 20062000

バッテリーハーネス 
端子の鉛フリー化 

ラジエーター、 
ヒーターコアの 
アルミ化等 

1

1/2

1/4

鉛
使
用
量 



27

環
境
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス

生産活動

生産活動における環境負荷低減

長期目標に基づき、生産活動の環境負荷を低減しています。

日野自動車では、ボランタリープランにおいて具体的な削減目標を掲げ、

細かな施策の積み重ねで、生産活動における環境負荷の低減に取り組んでいます。

2003年度は、CO2排出量・水使用量ともに目標を達成しました。

地球温暖化防止 水資源の節約

売上高あたりCO2排出量を2005年度末までに

2000年度比5％削減を目標に、エネルギー低減に

取り組んでいます。

2003年度は、既存ラインでのエアーブロー見直

し、省エネタイプのエアーガン採用によりエネルギ

ー低減を実施しました。また、新設ラインでは、新

技術の導入、省エネタイプの機器を採用し、エネル

ギー低減に努めました。

2003年度は、大幅な生産量の増加にともない、

CO2総排出量は171千トンとなり、前年度に比べ

22千トン増加しましたが、着実なエネルギー低減

活動により、CO2原単位は前年度比12％と大きく

低減しました。2000年度比では21％低減を実現

しています。

製品1台あたりの水使用量を、2005年度までに

2000年度比10％削減を目標に、節水活動に取り

組んでいます。

2003年度は、パトロールによる漏洩、オーバー

フローの撲滅やクーリングタワーへの飛散防止カバ

ー設置などの対策を実施し、製品1台あたりの水使

用量を2000年度比28％低減しました。

■CO2総排出量・原単位の推移
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�

CO2原単位�
（t-CO2/億円）�

2001

125

22
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23
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20

※CO2排出係数を一部見直したため、総排出量、原単位ともに昨年度版�
　データと異なっています。�

  ● 目標�
■■実績�

■水使用量の推移
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廃棄物低減

日野自動車は、廃棄物低減についてボランタリー

プランで削減目標を定め、資源のリサイクル活動や

無駄をなくす省資源化活動等、目標達成に向けた取

り組みをおこなっています。

●2003年度廃棄物処理状況

2003年度の日野自動車の廃棄物処理状況は、下

記のとおりです。

●直接埋立廃棄物

2000年度に直接埋立廃棄物ゼロ※を全工場で達

成しました。現在はさらなる直接埋立廃棄物の低減

に取り組んでいます。

●焼却廃棄物

工場から発生する焼却廃棄物を、2005年度末ま

でに1990年度比1/3（33％）以下に削減する目標

を定め、活動を推進しています。2003年度は、こ

れまでの低減活動の他に、総排水汚泥のセメント材、

軽量骨材化、廃プラスチックの固形燃料（RPF）化

によって、1990年度比50％低減しました。

自動車生産にともなう環境負荷を低減するために。 
各企業の環境負荷低減の取り組みがいっそう活発化している中、地球温暖化、地下

資源枯渇、廃棄物処分場逼迫の問題は、いまだ抜本的な解決には向かっていません。 

自動車の生産では、多くのエネルギーや原材料、水、化学物質を使用します。したがっ

て、排出されるCO2や排水、廃棄物の量も多く、また地球温暖化など高い環境負荷を有し

ています。 

日野自動車では、これらの環境負荷を継続的に低減すべく、ボランタリープランを掲げ、

「省エネルギー」「水資源の節約」「廃棄物低減」「化学物質の管理・使用量低減」を中

心に、年度毎の目標値を設定し環境負荷低減を推進しています。 

専務取締役・ 
生産環境委員会委員長 
 
萩原　文二 

■2003年度廃棄物処理状況の内訳

廃棄物発生量 
115,341t

社内再利用 12,913t（11.2％） 

直接埋立廃棄物 10t（0.01％） 
その他の社外処理 12t（0.01％） 

社外再利用 
（逆有償分含） 98,266t（85.2％） 

焼却廃棄物 
（社内＋社外） 4,140t（3.6％） 

※直接埋立廃棄物ゼロ：1995年度比5％未満

■焼却廃棄物と2003年度の内訳

2003

4,140

目標 

 1990年度比較 
1/3以下 

1990 2000 20022001

5,628
4,765

2005（年度） 

10,000 

8,000 

6,000 

4,000 

2,000 

0

（t） ■■ 社外 
■■ 社内 

社外（710） 
社内（3,430） 

紙屑類　32％ 
 
 
 
 
 
 汚泥　21％ 

廃油　6％ 
 
廃プラスチック 
7％ 
 
 
塗料かす　13％ 
 
 廃液　20％ 

TOTAL 
4,140t

8,341

4,514
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生産活動

化学物質の管理と低減

化学物質の厳正管理を徹底し、環境負荷の低減に努めています。

生産工程で使用しているさまざまな化学物質に対して、厳正な管理を徹底するとともに

環境負荷物質の環境への排出量を削減するための施策を、継続的に実施しています。

また、環境汚染については、事前調査と防止対策を徹底し、情報開示に努めています。

化学物質管理 環境負荷物質の低減

自動車の製造においては、多くの化学物質を使用

しています。日野自動車では、PRTR法（特定物質

の環境への排出量把握および管理の改善促進に関す

る法律）を遵守するとともに、新しい副資材を購入

する際、含有する化学物質を事前に確認し、環境

面・安全衛生面から高有害性物質の使用を未然に防

止する化学物質事前評価システムを構築、運用して

います。

●PRTR（Pollutant Release and Transfer Register）

2003年度に、自動車の生産において使用した

PRTR法対象物質は、21物質で約2,700トンとな

りました。そのうち、23％が大気と水域への排出

となります。この大気と水域への排出量削減のため、

洗浄用シンナーと希釈用シンナーの代替化を実施し

ました。

2003年度は、生産台数の増加にともない、排出

量は対前年度比では増加しましたが、PRTR法によ

る化学物質の集計を開始した1998年度比で45％

低減しました。

生産工程で使用するさまざまな化学物質につい

て､環境中への排出を抑制するための施策を実施し

ています。また、土壌・地下水の汚染については定

期的な調査を実施し、迅速かつ適切な対応を徹底す

るとともに、行政や地域の方々への情報開示に努め

ています。

●VOC（Volatile Organic Compounds）

羽村工場では、ボディ塗装工程から排出される揮

発性有機化合物（VOC）について自主目標を設定し

て、低減活動を推進しています。

2003年度については、削減目標を55g/m2と

定め、新規追加となった塗装色への低VOC材料の

採用を実施し、53g/m2まで低減しました。

2004年度は、さらなる排出量削減を目指し改善

を進めていきます。なお、VOC規制対応に向けて、

2004年度から塗装ブース・乾燥炉の定期的なVOC

濃度測定に着手しました。

■PRTR対象物質の排出量の推移
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土壌・地下水への取り組み

●ダイオキシン

日野自動車羽村クリーンセンターでは、各事業所

で発生した廃棄物を処理する焼却炉を稼働させてい

ます。2002年12月の法改定により強化された規

制をすべて遵守しており、排ガス中ダイオキシン濃

度5ng-TEQ/Nm3の新基準値にも、「ゴミを完全燃

焼させる運転管理」、「施設機能の整備と管理の徹

底」、「ゴミの分別強化と適正な焼却量の見直し」等

の対策を実施した結果、ダイオキシン濃度は

0.02ng-TEQ/Nm3以下と排出基準値の1/200以

下を達成・維持しています。

●PCB（ポリ塩化ビフェニル）

電気機器のトランス、コンデンサの絶縁油に含ま

れているPCBを適正に管理・保管しています。

2003年度末での使用済みのPCB含有機器の保管

台数は223台※となっています。

日野自動車では、1994年から本社・日野、羽村、

新田の3工場の土壌・地下水の汚染状況の調査を実

施しています。

この調査により、本社・日野工場敷地内の1カ所

で、トリクロロエチレンが環境基準値を上回るレベ

ルであることが確認され、1997年以降、積極的に

浄化対策を進めています。工場敷地外への流出防止

を最優先と考え、1998年にバリヤ井戸を設置し、

揚水曝気浄化による流出防止対策を継続するととも

に、定期的な地下水質の測定を実施しています。

これらの測定結果と浄化対策等について、行政に

報告するとともに、地域の方々に対して適切な説明

を実施しました。また、土壌汚染を早期に把握する

ため、工場や設備を撤去する際は、随時土壌調査を

実施しています。

※日野工場：140台（参考：現在工場で使用しているPCB含有機器は25台）
羽村工場：83台（参考：現在工場で使用しているPCB含有機器は0台）

Hino-Topics
　日野自動車は、JFEエンジニアリング（株）のダイオキシン低減装置開発に対し、日野自動車所有の焼却炉を実験に提

供するなど、さまざまな協力を進めてきました。 

　2003年11月に、排気ガス中のダイオキシンを除去する「ガスクリーンDX」が実用化され、羽村クリーンセンター内

の実証試験装置では、1pg（0.001ng）-TEQ/Nm3未満の除去レベルを達成しました。 

「ダイオキシン低減技術開発への協力」 

■ダイオキシン濃度の推移
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0.016

排出基準値 
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2002年11月までの基準値 
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4.5

工場・事務所 水質レベル※

本社・日野工場 0.002～0.36※

羽村工場 0.002～0.058※

新田工場 検出なし※

■2003年度トリクロロエチレン測定値
環境基準値：0.03［単位：mg/R］

・測定ポイントは各工場に複数あるため、レベルに幅があります。
・測定日（本社・日野工場：2004年2月／羽村工場：2003年9月）
※敷地外からの流入によるもの

■地下水浄化対策（イメージ）

土壌 

地下水 

粘土層 

ポンプ 

敷地境界 
地下水浄化設備 

曝気 
設備 

活性炭 
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物流分野での取り組み

物流過程にともなう環境負荷を、包括的に削減しています。

物流改善小委員会のもと、完成車輸送システムの改善や、海外生産用の部品物流の合理化等、

物流システムの合理化を推進してCO2排出量の削減を図るとともに、

梱包・包装資材使用量の低減等の取り組みも推進しています。

CO2低減活動 梱包・包装資材使用量の低減

工場間物流や調達物流を効率化することにより、

輸送によるCO2の発生を抑制しています。ルート統

合、ルートごとの荷量の適正把握、荷物の混載化等

によって、積載率の向上と効率的な配車を実現する

とともに、中継地を活用した多回化納入等も推進し

ています。

完成車物流では、キャリアカー輸送やフルトレー

ラー方式の完成車輸送を実施しています。フルトレ

ーラー方式は、一般貨物便のトラックにキャリアー

を連結し、完成車を輸送するものです。

工場間・調達物流や、補給部品物流での生産部品

や補給部品の輸送において、輸送用ケース・ボック

スのリターナブル化、輸送用ケースの充填率向上、

梱包材の見直し等に取り組みました。これらの対策

により、2003年度の梱包・包装資材の使用量は

2000年度比で21％低減しました。

また、従来は費用を支払い処理していた、事務所

から出るシュレッダー屑を緩衝材として再利用して

います。これにより、緩衝材購入量を低減、さらに

原料が紙であるため、そのリサイクルが容易になり

ました。

■梱包の包装資材総使用量の推移

（千t） 

0

5

10

15

20

25

2000 2001 2003

24.4

18.8 19.3

2002

18.4

目標 

2000年度比 
▲20％ 

2005（年度） 

混載トラック
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物流体系の効率化

架装メーカー・販売会社への直接出荷を拡大する

ことにより、物流体系の効率化を実現しました。

■配車センタ－の集約による物流体系の改善

国内外の販売店にサービス部品を供給する物流 

日野～羽村～新田工場間 
および協力工場への部品供給のための物流 

車両組立のための部品を海外現地工場へ供給する物流 

完成車を工場から国内販売会社 
および海外代理店へ輸送する物流 

完成車物流 

KD 部品物流 

工場間物流 

補給部品物流 

その他仕入先から各工場への部品納入のための調達物流があります。 

調達物流 

仕入先 

新田工場 

日野工場 

KD工場 

青梅部品センター 

羽村工場 

ボディーメーカー 

架装メーカー 

工場間物流 
完成車物流 

KD部品物流 

補給部品物流 

上野原配車センター 

日高配車センター 

国内販売店 

海外代理店 

国内販売店 

海外代理店 

海外組立工場 

改善前 

調達物流 

仕入先 

新田工場 

日野工場 

KD工場 

青梅部品センター 

羽村工場 

ボディーメーカー 

架装メーカー 

工場間物流 
完成車物流 

KD部品物流 

補給部品物流 

日高配車センター 

国内販売店 

海外代理店 

国内販売店 

海外代理店 

海外組立工場 

改善後 

集　約 
直接出荷の拡大 
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販売活動での取り組み

販売活動の環境マネジメントにも、積極的に取り組んでいます。

自動車産業の事業活動においては、サービス過程もまた大きな領域を占めています。

日野自動車では、販売活動における環境影響についても積極的な取り組みを進め、

販売会社マネジメントシステムを構築して、さまざまな活動を展開しています。

「エコ・マネジメントディーラー」認定 フロン回収の取り組み

車のライフサイクルにおいて、お客様と直接関わ

るのが使用・サービス過程です。日野自動車では、

全国に42社ある販売会社すべてと連携し、「販売会

社環境マネジメントシステム」を2002年度よりス

タートしました。

このシステムは、環境関連法規や日野自動車独自

の項目を織り込んだ「販売会社環境ガイドライン」を

すべての販売会社に向けて発行し、この遵守状況を

監査した上で、100％の取り組みがなされている

と判断した販売会社（拠点）について、「エコ・マネジ

メントディーラー」として認定するというものです。

2003年度は、30社80拠点が「エコ・マネジメン

トディーラー」として認定されました。

2002年10月より施行されたフロン法への対応

を、2002年9月までに販売会社全42社で完了し

ました。

全販売会社で第二種特定製品引取業者登録を、一

部販売会社で第二種フロン類回収業者登録を実施し

ました。なお、実際に回収をおこなわない販売会社

については、第二種フロン類回収業者登録をおこな

わず、回収可能な業者と契約してフロン回収体制を

整備しました。

回収状況としては、販売会社で扱う使用済み車は

少なく、フロンの回収量も少ないのが現状です。

2005年1月からは「使用済み自動車の再資源化等

に関する法律（自動車リサイクル法）」での対応に変

わりますが、今後もフロン回収を促進するため、積

極的にPRを展開していきます。■「エコ・マネジメントディーラー」認定拠点一覧

北海道 1/16

東北 7/28

北関東 15/23

南関東 17/31

東海 9/32

北信 10/15

中国 6/24

四国 1/6

九州・沖縄 11/27

近畿 3/19

※各地区別「認定拠点数／全拠点数」 
　を記しています。 

フロン回収

全国　80/221
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Hino-Topics

環境経営とシェア拡大の両立を目指して 
　栃木日野自動車は、2002年度の本社エコ・マネジメントディーラー（EMD）認定に続き、

2003年度は県内すべての拠点がEMD認定を取得しました。全拠点登録・全拠点取得は、全国販

売会社のなかでもわずか3社。謙虚に言葉を選びながら話される小平社長に、その道のりと今後に

ついてうかがいました。 

本社での経験を、拠点の取り組みに活かす 
「職場をキレイにしよう」 

まず、整理整頓という基本動作への心がけから始

めました。本社のある宇都宮市のゴミ分別ルールが

非常に厳しかったことも手伝い、EMD取得に向けた

取り組みへの、社員の抵抗感はなかったようです。

EMDガイドライン108項目中の、不適合は数項目。 

「なかでも、廃棄物を雨水にあてない工夫は大変

でした。シートを被せても、土地柄風が強いので飛ば

されてしまうなど、苦労しました」 

「我々の認識と大きく違った点は、廃棄物の最終

処分場までの確認でした。収集運搬業者との契約な

ので、その後の中間処理業者や最終処分業者までの

確認を実施するという強い認識はなく、指摘されて

初めて気づきました」 

不適合を謙虚に受けとめ、新たな認識につなげる。

こうした本社での経験が、その後の4拠点での取り

組みに活かされていきました。 

 

拠点同士のコミュニケーションと競争意識 
栃木日野の場合、全拠点取得に有利な条件が整っ

ていました。県下のゴミ分別ルールが厳しく、従業員

の意識がもともと高かったこと。すべての営業所が

ここ15年の新築設備であること。そして、本社を中

心に4拠点（足利、西那須野、小山、真岡）が50キロ

圏内にあり、毎月2回の責任者会議など、密なコミュ

ニケーションと情報交換が可能であったこと。 

「実は当初、西那須野営業所は、2003年度の

EMD登録を見送る予定でした」 

しかし、他の3拠点と共に準備を進める中で、なん

とか達成したいという動きになり、4拠点一斉の取得

に踏み切りました。 

「お互いの実情もわかっていますから。負けられ

ない、という競争意識が、達成できた理由でしょう」 

 

品質こそが、お客様の評価につながる 
県下の日光国立公園内を、日野のハイブリッドバス

が運行しています。 

「当時（1993年）は都バスに数台という状況で非

常に珍しく、海外からも問い合わせがありました」 

こうした実績からも、社員の環境への認識は高く

保たれています。 

「次の課題は、台数（シェア）の達成ですね」 

「車本来の性能、環境面を含めた品質こそが、長い

目でとらえれば、お客様の評価につながると思います」 

栃木日野自動車のビジョン、それは環境経営とシェ

ア拡大の両立。こう語る小平社長の言葉は、確信に

満ちていました。 

「販売会社における環境保全活動」 

栃木日野自動車株式会社　取締役社長 
 

小平　和正 

日光国立公園内を走る、ハイブリッドバス「しらかば号」 

小平社長 
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リサイクルの取り組み

自動車のリサイクル・適正処理を、積極的に推進しています。

日野自動車は、2002年7月に制定された自動車リサイクル法に取り組んでいます。

リサイクル委員会を設置して、従来から継続している取り組みを強化するとともに、

関連会社との密接な連携を図り、自動車リサイクルシステムの確立を目指します。

自動車リサイクル法

従来、使用済み自動車は、解体業者等によってリ

サイクル・処理がおこなわれてきましたが、現在、

自動車リサイクルのシステムが十分に機能している

とはいえない状況となっています。

このため、自動車のリサイクルと適正処理を推進

する「使用済自動車の再資源化等に関する法律（自動

車リサイクル法）」が2002年7月に制定され、

2005年1月に施行される予定です。この法律は使

用済み自動車のリサイクル、適正処理を図るため、

自動車メーカーが軸となり関係者に適切な役割分担

を義務付けた法律です。特に商用車（GVW3.5トン

以上のトラック、10人乗り以上のバス）まで含めた

法律は世界初です。自社が製造した自動車が使用済

みとなった場合、その自動車から発生するフロン類、

エアバッグ類、およびシュレッダーダストを引き取

ってリサイクルをおこない、フロン類については適

切に処理することが定められています。

日野自動車は、この法律への積極的な対応を果た

すため、2002年3月「リサイクル委員会」を新たに

設置し、従来から取り組んできたリサイクル性向上

活動を、さらに強力に推進していきます。

■自動車リサイクル法の概要

自
動
車
メ
ー
カ
ー
・
輸
入
事
業
者 

資
金
管
理
法
人 

新車ユーザー 
リサイクル預託金 

最終ユーザー 

登録制 

登録制 

許可制 

許可制 

中古車 

使用済自動車 

使用済自動車 

使用済自動車 

使用済自動車ガラ 

シュレッダー業者 

引取業者（販社など） 

フロン類回収業者 
（販社・解体業者など） 

道路運送車両法に基づく 
登録抹消 

中古部品市場 
再資源化業者 

適正処理業者 
再資源化業者 

解体自動車全部利用者 

モノの流れ 

お金の流れ 

解体業者 

請　求 

払い渡し 

フロン類 

フロン類回収料金 

エアバッグ 

エアバッグ回収料金 

シュレッダーダスト無償引き取り 

引き取り3品目 

引き取り3品目適正処理費 
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架装物のリサイクル・適正処理の推進 関係者との協力

トラックは大きく分けて、キャブ、シャシ、架装

物の3つに解体されます。その内、いちばん処理が

困難なのは、廃棄物発生量の多い架装物です。

架装物の特徴としては、「キャブ付きシャシ部分

と解体時期や解体場所が異なる」、「再使用・再利用

の割合が高い」、「多様な製造者が存在し、生産者責

任を特定することが困難」等が挙げられます。

これらの特徴を勘案した効果的な取り組みを、業

界全体で推進するため、日本自動車工業会と日本自

動車車体工業会は、「商用車架装物リサイクルに関

する自主取り組み」を制定しました。主な内容は下

表のとおりです。

リサイクル設計の推進、処理・再資源化事業者の

ネットワーク化は、すでに着実に推進しています。

日野自動車のトラックは、すべてを自社内で生産

しているのではなく、荷台部分については、関連会

社へ委託しているものも数多くあります。自動車リ

サイクル法では、トラックの荷台部分が、法の対象

となるものとならないものの2種類あります。しか

し、対象とならないものについてもリサイクルおよ

び適正処理を進める必要があり、荷台メーカーの自

主的な取り組みが求められています。

日野自動車では、荷台を製作している関連会社に

協力し、リサイクルに関する問題点を共有化すると

ともに、解決するための技術提供をおこなうなど、

関連会社との連携を深め、車両全体のリサイクルを

促進します。

Hino-Topics

　中古車のリユース・リサイクルを促進するため、中

古トラック販売の日野中販株式会社と、トラックの解

体、中古部品のリビルト・販売をおこなうシー・アール・

シー株式会社が合併し、2003年4月に日野ユート

ラックが設立されました。 

　この合併により、中古車、中古部品に関する業務

の一本化による効率向上とともに、日野自動車内に

中古車部を新設し、日野グループ全体として中古車

のリユース・リサイクル向上に努めています。 

「日野ユートラックによるリユース」 

■商用車架装物リサイクルに関する自主取り組み

トラック解体

易解体性検討と解体マニュアル作成

使用材料および製造事業者の表示・

明確化

代替材料の調査

使用部位・使用量の把握

代替の促進と使用量の削減

木材、保冷・冷凍用断熱材、FRPの

適正処理方法の検討と情報提供

処理・再資源化を実施する協力事業

者を募り、そのネットワーク化を図る

車工会非会員メーカーへの情報提供

と自主取り組み実施要請

ユーザーへの啓発活動

リサイクル設計の推進

環境負荷4物質※の使用

削減

リサイクル・処理の困難な材料

のリサイクル・適正処理の促進

処理・再資源化協力事業

者のネットワーク化

情報提供、啓発活動の

推進

設計

段階

使用済み

段階

関係者

との協力

※鉛、水銀、六価クロ
ム、カドミウム
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職場づくりと社会との関わり

日野自動車の職場づくり

企業倫理を確立し、従業員の健康と安全を心がけています。

2003年1月、企業の行動基準として「日野倫理綱領」を制定しました。

また、従業員の安全を第一に心がけるとともに、こころとからだの健康に

最大限の配慮を払い、企業の社会的責任を果たします。

日野倫理綱領 雇用と福利厚生

日野自動車では、創立60周年を迎えた2002年、

行動指針「日野スピリット」を制定しました。さらに

2003年1月には、トヨタ「社員の行動指針」を参考

に、この「日野スピリット」を発展させる形で「日野

倫理綱領」を制定し、これを社員の倫理面における

行動基準とし、企業倫理の確立を図っています。

「日野倫理綱領」の考え方に基づく「人事方針」によ

り、個人の人格を尊重した、差別のない快適で働き

甲斐のある職場づくりに取り組んでいます。

さまざまな労使関係法令については、これを遵守

するとともに、日野自動車労働組合との間で締結さ

れた労働協約、および創立60周年に表明した「60

日野労使リニュー宣言」に基づき、健全な労使相互

信頼関係の維持・発展に努めています。

2004年3月現在の正社員数は、男性社員

8,039人、女性社員634人で、全社員8,673人に

占める女性社員の比率は7.3％です。女性社員に対

しては、満1歳までの育児休暇（2004年度より、

満2歳に到達後の3月末まで）、満3歳までの育児短

時間勤務制度などを設け、職務と育児の両立を支援

しています。2003年度で、女性社員634人中の

190人（約30％）が、子育てをしながら日野自動車

に勤務しています。

■「日野倫理綱領」の位置付け

トヨタ 
「社員の行動指針」 

「日野倫理綱領」 

日
野
ナ
イ
ズ 

日本経団連 
「企業行動憲章」 

 

社方針、 

環境方針、 

就業規則、 

等 

関連法規 
（商法、労働法等） 

グローバル 
スタンダード 
（会計基準等） 

外部の 
関連基準等 

日野の方針、 
規則、 

行動指針等 

「
日
野
ス
ピ
リ
ッ
ト
」 

「
21
世
紀
ビ
ジ
ョ
ン
」 

■日野自動車の人事理念図

人事方針 

日野倫理綱領 

日野 
スピリット 

志　…夢・誠実・貢献 
姿勢…チャレンジ・ 
　　　オープンマインド・ 
　　　プロフェッショナル 
実行…スピード・知恵と工夫・ 
　　　チームワーク 

日野の行動指針 

①グローバル人材の育成を始めとした人材育成の強化、推進 
②国際競争力を強化し新たな物造りへの構造改革推進 
③いきいきと働きがいをもって仕事に取り組む企業風土作り 

■「明るい職場づくり」への基本的な考え方 
　（抜粋） 
日野は、基本的人権並びに個人の人格を尊重し、
公正かつ公平な処遇を行うとともに、安全で快
適かつ働き甲斐のある職場作りに取り組む。 
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労働安全衛生 メンタルヘルスケア

日野自動車では、安全衛生を企業活動における第

一の優先事項と考え、創立60周年を機に、すべて

の安全衛生活動のよりどころとして、2002年6月

に「日野自動車安全衛生基本理念」を制定しました。

「安全は全ての業務に優先する」とし、安全で健康

な、働きやすい職場づくりこそ、人間尊重と企業の

発展を両立させる最善の策であることを経営課題と

位置付け、安全衛生管理に取り組んでいることを社

内外に対し明確に表明し、全従業員の意識の共有化

を図っています。

今後はこの理念に基づき労働安全衛生マネジメン

トシステム（OSHMS）の導入をはじめとして、労

働災害の未然防止に向けて積極的な安全衛生活動を

展開していきます。

日野自動車では、労働省（現・厚生労働省）の指針

を受け、1998年よりメンタルヘルスケア体制の確

立を図っています。管理・監督者を対象に定期的に

研修会を開催し、メンタルヘルスに対する意識を高

めるとともに、2002年には全社員にアンケートを

実施し、その結果に基づき職場の現状認識の上に立

ったコミュニケーション向上を図っています。

2003年は、管理者層向けのメンタルヘルスマニ

ュアルを、社外の専門カウンセラーの協力を受けて

作成し、管理者層への社内展開をおこないました。

これらの教育・研修を通じて、管理・監督者による

職場環境などの改善や、個別に指導・相談などへの

対応を強化しています。さらに、各事業所に社外の

専門カウンセラーによる定期的な個別相談窓口を開

設するとともに、外部の電話相談窓口を紹介するな

どケア体制の充実を図っています。

日野自動車安全衛生基本理念

Hino-Topics

　日野自動車では、毎年11月12日を「日野・防災

の日」と定め、この前後に各種防災訓練や講習会、

講演会等を実施して、防災に対する意識を高めてい

ます。 

　また、春と秋の交通安全週間に合わせて運転者講

習会を開催しており、毎年多くの社員が参加してい

ます。 

「交通安全・防災」 



オートスカラシップ

「オートスカラシップ高校生文化大賞」は、産経新

聞社が主催し日野自動車が協賛する、高校生を対象

とする論文コンテストです。1968年に始まったこ

のコンテストは、37年の歴史を持ち、延べ応募者

数は約4万人に達しました。入賞者には、アメリカ

や中国への研修旅行を贈り、またアメリカからも交

換研修生を招待しています。

次世代を担う若者を応援する、日野自動車の文化

事業の1つとして、国際交流発展に大きく貢献して

きました。
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職場づくりと社会との関わり

日野自動車と社会との関わり

お客様に対する責任を果たし、さまざまな社会貢献をおこないます。

日野自動車の社会的責任とは、まず製品を使っていただくお客様への責任。

そして、一企業市民として果たすべき役割を自覚し、社会の要請に応え、

安全で安心して暮らせる社会づくりへの貢献に努めています。

お客様に対する考え方

日野自動車の「お客様第一」という考え方は、「日

野スピリット」に基づく、一貫した企業理念になっ

ています。ディーゼル車という、社会的影響力の強

い製品に対する責任を、徹底したアフターサービス

とお客様対応で果たしています。

●アフターサービスプログラム

販売後の点検、修理などのアフターサービスプロ

グラムを作成し、お客様への呼びかけをおこなって

います。サービス内容は、メンテナンスリース、年

間整備契約の提供による予防整備の展開です。

●お客様対応

お客様窓口を設置し、お客様からのさまざまな問

い合わせや苦情などに対応し、今後の活動に反映す

るシステムを構築しています。

2003年度に窓口にいただいた約2,350件中、

具体的な苦情やご提案約180件を社内および販売

会社にフィードバックし、再発防止や製品開発時の

課題に盛り込みました。

●リコール・回収等の状況

世界の販売店から市場状況を収集する体制を構築

し、収集した情報は品質保証部に集約して情報の分

析、ならびに必要に応じて現地調査や不具合品の回

収・解析をおこない、関係部署で対策を推進してい

ます。また、品質保証部は商品に欠陥ありと認めら

れ、処置を講じる必要があると判断された場合は、

届出、告知、製品の回収、無償での修理などの必要

な対策を実施します。

また、実際の実施にあたっては、その手順を明ら

かにして対応を進め、また各部門の活動が適切にお

こなわれているかを監査し、問題がある場合は改良

していく機能も担っています。

なお、2003年度は17件のリコール届出をおこ

ないました。

Hino-Topics

　茨城テストコースにおいて、省エネ運転講習会を

実施しています。テキストを使用した省エネ運転の

講習の後、実際にテストコースを走行して省エネ効

果を体感していただきました。 

　2003年度は、延べ26社（約900名）が受講し

ました。 

「省エネ運転講習会の実施」 
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地域社会貢献活動 （財）日野自動車グリーンファンド

教育・学術研究、国際貢献・協力、社会福祉、自然

環境、地域社会などの分野で貢献活動を展開してい

ます。一般市民を招いてさまざまな催しを楽しんで

いただき、親睦を深めているほか、市の産業祭や環

境フェスティバルへの参加、工場見学会や工場周辺

の清掃活動などを通じ、地域住民からの理解が得ら

れるよう努めています。

2003年度、日野自動車の工場見学に訪れた方は、

3工場合計で20,773人です。

●日野市絵画工作教室

日野市教育委員会が主催する「日野市絵画工作教

育」に協力し、2004年1月17日から2月7日まで

の毎週土曜日、日野自動車本社内で「カーデザイナ

ーに挑戦」をテ

ーマに、絵画工

作教室を開きま

した。

●エコカーワールド2003への参加

環境省、東京都等が主催するエコカーワールド

2003に参加しました。このイベントは、低公害車

の普及を目的に、毎年6月、代々木公園で開催され

ています。

（財）日野自動車グリーンファンドは、日野自動車

が1992年5月に創立50周年を迎えるにあたり、

各種記念事業の一環として1991年7月30日に設

立されました。

基本理念の「社会環境との調和」に沿って、「地球

規模で考え、行動は足元から」をモットーに、環境

保全活動や環境保全に資する調査・研究への助成、

植樹の実施等、各種の事業をおこなっています。

■助成実績の推移
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累計金額 149百万円　　累計件数 216件 
1992

15

18

  ● 件数 
■■金額 

（百万円） （件） 

（年度） 1991

24

10

1993

15

22
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16

29
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16

25
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15

22
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15

21
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9

19
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5

8
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6

13
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6

14

2002

4

8

2003
3

7

高尾山自然休養林の炭焼き体験
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本社・日野工場

多摩の清流と緑に囲まれた本社・日野工場は、車生産の他に、製品開発、
事務管理、生産準備などの機能を有する事業所です。本社・日野工場は2001
年3月にISO14001の認証を受け、2004年3月の更新審査では、その適合性が
再確認されました。
この間、年度ごとに設定する環境保全推進計画により、CO2排出量や環境

負荷物質、焼却廃棄物の低減、水資源の節約などを着実に進めてきました。
この実りをさらに大きなものとするべく、全員が業務と環境の関わりを認識し、
それを社会的責任として、クリーンな車づくりと環境負荷の少ない「地域と地球
環境に調和した工場」を目指し、積極的な環境保全活動を推進していきます。

「地域と地球環境に調和した工場」を目指しています

本社・日野工場
環境管理統括者

藤本　慎治

●工場概要
所在地／東京都日野市日野台3丁目1番地1
主要製品／大型トラック「日野プロフィア」

中型トラック「日野レンジャー」
従業員数／4,646人（2004年3月末現在）
敷地面積／446,461m2

延床面積／359,929m2

1997年度資源エネルギー庁長官賞（電気部門）受賞

本社・日野工場　環境方針
1．地域との融和、環境との共生

2．環境汚染の未然防止と継続的改善

3．法規等の遵守

4．ムダを出さない、ムダに使わない

5．一人ひとりの気持ちから

政令 第1種指定 排出量 移動量 除去
番号 化学物質 取扱量 大気 水質 廃棄物 公共下水道リサイクル 処理量 消費量
1 亜鉛の水溶性化合物 2.0 0.0 0.0 0.6 0.0 0.0 0.0 1.4
40 エチルベンゼン 18.3 14.3 0.0 0.1 0.0 0.1 0.4 3.4
43 エチレングリコール 449.1 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 448.9
63 キシレン 53.4 31.9 0.0 0.1 0.0 0.2 4.1 17.1
177 スチレン 38.1 1.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 37.0
224 1,3,5-トリメチルベンゼン 6.5 6.3 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0
227 トルエン 36.1 10.5 0.0 0.1 0.0 0.0 0.4 25.1
299 ベンゼン 1.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.1
合計 604.8 64.4 0.0 0.8 0.0 0.4 5.0 534.1

化学物質（PRTR法） ［単位：t/年］

大気（大気汚染防止法、都条例）

ND：定量下限値以下（検出されない）

水質（水質汚濁防止法、都条例）
放流水水質分析（河川放流・・・放流先：谷地川経由多摩川）

JAER0233

ISO14001認証取得／2001年3月24日

●工場の地域貢献活動
・日野工場さくらまつり　2003年4月
・近隣住民懇談会　2003年8月
・日野市産業祭りへの協賛　2003年11月
・近隣住民懇談会　2003年12月

項目 規制値 最大 最小 平均
排水量［m3/日］ ― 4,483 673 1,957
pH［―］ 5.8～8.6 7.2 6.7 7
BOD［mg/r］ 20 2.2 0.9 1.4
COD［mg/r］ ― 19 4.6 7.6
SS［mg/r］ 40 9 1 2.4
N-ヘキサン［mg/r］ 5 ND ND ND
全リン［mg/r］ 2 1.2 0.2 0.7
全窒素［mg/r］ 20 13.8 7.1 10.9
亜鉛含有量［mg/r］ 5 0.09 0.06 0.08
フッ素化合物［mg/r］ 15 0.1 0.1 0.1

施設名 測定項目 規制値 最大 最小 平均
ボイラー重油 NOx［ppm］ 100 92 61 84

ばいじん［g/Ｎm3］ 0.3 0.047 0.022 0.031
コジェネ NOx［ppm］ 35 26 20 23.5

ばいじん［g/Ｎm3］ 0.05 0.016 0.002 0.006
浸炭炉1号都市ガス NOx［ppm］ 180 148 148 148

ばいじん［g/Ｎm3］ 0.2 0.004 0.002 0.003

・取扱量1t以上が対象（特定第1種指定化学物質は500kg以上）
・除去処理量：焼却処理・分解処理などにより除去した量
・消費量：反応により他物質に変化したり、製品に含有もしくは付随して場外へ持ち出される量
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羽村工場

羽村工場
環境管理統括者

山本　隆彦

●工場概要
所在地／東京都羽村市緑ヶ丘3丁目1番地1
主要製品／小型トラック「日野デュトロ」「ダ

イナ」「ハイラックス」「ハイラック
スサーフ」

従業員数／2,525人（2004年3月末現在）
敷地面積／750,770m2

延床面積／362,363m2

1996年度資源エネルギー庁長官賞（電気部門）受賞
2002年度関東経済産業局長賞（熱部門）受賞

羽村工場　環境方針
1．自然環境と調和した事業活動の推進

2．限り有る資源の有効活用

3．地域社会とのパートナーシップの構築

地球環境の保全は人類共通の課題であり、企業も自らの環境影響を認

識し、具体的な取り組みを起こすことが必要です。

羽村工場は「羽村工場環境方針」を掲げ、すべての事業活動において

地球環境の維持・改善に取り組んでいます。また、具体的な目標を「羽

村工場環境保全推進計画」に定め、計画的な環境改善（スパイラルアッ

プ）に努めています。

計画的なスパイラルアップに努めています

・取扱量1t以上が対象（特定第1種指定化学物質は500kg以上）
・除去処理量：焼却処理・分解処理などにより除去した量
・消費量：反応により他物質に変化したり、製品に含有もしくは付随して場外へ持ち出される量

化学物質（PRTR法） ［単位：t/年（ダイオキシン類はmg/年）］

ND：定量下限値以下（検出されない）

大気（大気汚染防止法、都条例）

水質（下水道法）
放流水水質分析（下水道放流）

JAER0085

ISO14001認証取得／1999年3月10日

●工場の地域貢献活動
・さくら祭り（雨で中止） 2003年4月
・労働組合によるカーブミラー清掃 2003年5月、9月
・羽村市夏祭りへの協力　2003年7月
・羽村市産業祭りへの協力　2003年11月

項目 規制値 最大 最小 平均
排水量［m3/日］ － 3,299 368 2,026
pＨ［－］ 5.7～8.7 7.4 6.5 6.9
BOD［mg/r］ 300 9 0.9 2.5
ＳＳ［mg/r］ 300 36 2 4.7
N-ヘキサン［mg/r］ 5 ND ND ND
全リン［mg/r］ 20 2 0.1 0.2
全窒素［mg/r］ 150 6.4 1.6 3.6
亜鉛含有量［mg/r］ 5 ND ND ND
フッ素化合物［mg/r］ 15 0.92 0.47 0.7

施設名 測定項目 規制値 最大 最小 平均
ボイラー NOx［ppm］ 97 87 45 64

ばいじん［g/Ｎm3］ 0.25 0.012 0.004 0.007
コジェネ NOx［ppm］ 950 760 660 710
（ディーゼル） ばいじん［g/Ｎm3］ 0.1 0.03 0.02 0.025
コジェネ NOx［ppm］ 35 31 20 24
（都市ガス）ばいじん［g/Ｎm3］ 0.05 ND ND ND
乾燥炉 NOx［ppm］ 180 50 3 15

ばいじん［g/Ｎm3］ 0.1 0.015 ND 0.003
焼却炉 NOx［ppm］ 250 93 ND 89

ばいじん［g/Ｎm3］ 0.5 ND ND ND
塩化水素［mg/Ｎm3］ 750 80 39 63
ダイオキシン［ng/Ｎm3］ 5 0.016 0.0009 0.008

政令 第1種指定 排出量 移動量 除去
番号 化学物質 取扱量 大気 水質 廃棄物 公共下水道 リサイクル 処理量 消費量
1 亜鉛の水溶性化合物 11.2 0.0 0.0 3.3 0.1 0.0 0.0 7.8
16 2-アミノエタノール 2.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.2 0.1
30 ビスフェノールA型 6 0.0 0.0 0.2 0.0 0.0 1 4.9

エポキシ樹脂(液状のものに限る）
40 エチルベンゼン 77 43.1 0.0 0.0 0.0 7.8 7.4 18.7
43 エチレングリコール 972 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 972
44 エチレングリコール 28.3 28.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
モノエチルエーテル

61 ε-カプロラクタム 1.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 1.1
63 キシレン 339.2 193.1 0.0 0.0 0.0 19 33.1 94
101 酢酸2-エトキシエチル 40.9 39.8 0.0 0.0 0.0 0.0 1.1 0.0
179 ダイオキシン類 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0
224 1,3,5-トリメチルベンゼン 38.1 17.9 0.0 0.0 0.0 18.4 1.8 0.0
227 トルエン 316.4 160.7 0.0 0.0 0.0 0.0 18.5 137.1
232 ニッケル化合物 2.2 0.0 0.0 1.1 0.0 0.0 0.0 1.1
272 フタル酸ビス 4.5 0.0 0.0 0.2 0.0 0.0 0.0 4.3
（2-エチルヘキシル）

299ベンゼン 6.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 6.2
311 マンガン及びその化合物 18.3 0.0 0.0 1.8 0.1 0.0 0.0 16.3
合計 1,863.7 482.9 0.0 6.6 0.2 45.3 65.1 1,263.6

ND：定量下限値以下（検出されない）
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新田工場

新田工場
環境管理統括者

馬場　秀雄

新田工場　環境方針
1．地域との融和、環境との共生

2．未然防止を基本に

3．法規の遵守

4．ムダを出さない、ムダに使わない

5．一人ひとりの気持ちから

緑豊かな群馬県で操業する新田工場は､2000年3月にISO14001の認証を

取得し、2003年3月に更新審査を受審、認証登録の後2004年3月のサーベ

イランスにて引き続き適合が再確認されました。

今後はさらなるスパイラルアップを目指して、「法規制の遵守」「地域

との融和」をはじめとする環境保全の取り組みを重点実施し、社会的責

任を果たしていきます。また、今年度は「廃棄物の低減」「環境負荷の低

減」「省エネルギー」に対し、より高い目標を掲げて全員で取り組んでい

きます。

より高い目標を掲げて、工場全員で取り組みます

●工場概要
所在地／群馬県新田郡新田町大字早川字早川10番地1
主要製品／中型及び小型トラック用エンジン

大型及び中型トラック用トランスミッション
中型トラック用アクスル

従業員数／948人（2004年3月末現在）
敷地面積／393,932m2

延床面積／148,649m2

2001年度経済産業局長賞（熱部門）受賞
2002年度資源エネルギー庁長官賞（電気部門）受賞
2003年度経済産業局省エネ活動優秀グループ賞受賞

政令 第1種指定 排出量 移動量 除去
番号 化学物質 取扱量 大気 水質 廃棄物 公共下水道 リサイクル 処理量 消費量
25 アンチモン及びその化合物 4.9 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 4.8
40 エチルベンゼン 18.5 17.2 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 1.3
43 エチレングリコール 34.2 0.0 0.0 34.2 0.0 0.0 0.0 0.0
63 キシレン 34.4 22.7 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 11.6
68 クロム及び3価クロム化合物 36.9 0.0 0.0 0.7 0.0 0.0 0.0 36.2
224 1,3,5-トリメチルベンゼン 4.9 4.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
227 トルエン 45.9 36.5 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 9.3
232 ニッケル化合物 1.5 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 1.4
266 フェノール 7.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 7.3 0.0
311 マンガン及びその化合物 12.3 0.0 0.0 0.4 0.0 0.0 0.0 11.8
346 モリブデン及びその化合物 15.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 15.3
合計 216.0 81.2 0.0 35.9 0.0 0.0 7.3 91.6

化学物質（PRTR法） ［単位：t/年］

大気（大気汚染防止法、県条例、新田町との環境汚染防止協定）

ND：定量下限値以下（検出されない）

水質（水質汚濁防止法、県条例、新田町との環境汚染防止協定）
放流水水質分析（河川放流・・・放流先：早川）

JAER0170

ISO14001認証取得／2000年3月27日

●工場の地域貢献活動
・澤藤電機（株）との早川合同清掃　2003年5月､9月
・新田町産業祭に出展　2003年10月
・秋祭り開催（参加者3,200人） 2003年10月

項目 規制値 最大 最小 平均
排水量［m3/日］ ― 910 63 520
pH［―］ 6.0～8.0 7.5 7 7.3
BOD［mg/r］ 10 10 ND 3.8
COD［mg/r］ 15 11 2 4
SS［mg/r］ 15 11 ND 3.4
N-ヘキサン［mg/r］ 3 ND ND ND
全リン［mg/r］ 8 0.2 ND 0.1
全窒素［mg/r］ 60 30.0 3.1 8.8
亜鉛含有量［mg/r］ 1 0.17 ND 0.17
フッ素化合物［mg/r］ 1.5 0.1 ND 0.03

施設名 測定項目 規制値 最大 最小 平均
ボイラー10t NOx［ppm］ 180 110 96 102

ばいじん［g/Nm3］ 0.1 0.04 0.004 0.016
連続炉1号 NOx［ppm］ 180 150 87 112

ばいじん［g/Nm3］ 0.1 0.008 0.005 0.007

・取扱量1t以上が対象（特定第1種指定化学物質は500kg以上）
・除去処理量：焼却処理・分解処理などにより除去した量
・消費量：反応により他物質に変化したり、製品に含有もしくは付随して場外へ持ち出
される量
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青梅部品センター ISO14001認証取得／2002年1月11日

ISO14001認証取得／2002年1月11日

ISO14001認証取得／2003年4月25日

日高配車センター

田町事務所

●センター概要
所在地／東京都青梅市末広町1丁目5番1号
事業内容／補修部品の管理・発送
従業員数／58人（2004年3月末現在）
敷地面積／26,288m2

延床面積／31,533m2

青梅部品センター 環境方針
1．環境との共生
2．未然防止と継続的改善
3．法規等の遵守
4．スリムなモノの流れ
5．一人ひとりの気持ちから

●センター概要
所在地／埼玉県日高市上鹿山689番地1
事業内容／製品（トラック）の管理・発送
従業員数／22人（2004年3月末現在）
敷地面積／265,989m2

延床面積／10,003m2

日高配車センター 環境方針
1．環境との共生
2．未然防止と継続的改善
3．法規等の遵守
4．スリムなモノの流れ
5．一人ひとりの気持ちから

●事務所概要
所在地／東京都港区芝4丁目11番3号
事業内容／自動車の販売と統括
従業員数／474人（2004年3月末現在）
敷地面積／1,136m2

延床面積／8,743m2

田町事務所　環境方針
1．環境においても、お客様からの一層の信頼を
2．環境汚染の予防と継続的改善
3．法規等の遵守
4．ムダを出さない、ムダに使わない
5．一人ひとりの気持ちから
6．全国の販売会社とともに

JAER0313

JAER0313

JAER0489

青梅部品センター
トラック・バスの補修用部品の管理と、全国へ向けて発送をおこなっています。

日高配車センター
完成した製品（トラック）の一括管理、架装メーカー等への発送をおこなってい
ます。

田町事務所
営業部門の統括オフィスとして、自動車販売の広報活動等を担っています。
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環境への取り組み経緯

1990

1991

1992

1993

1994

1995

1996

1997

1998

1999

2000

2001

2002

2003

1990.12 ■日野工場 コ・ジェネ導入

1991.7 □財団法人日野自動車グリーン

ファンド設立

1992.4 ■羽村クリーンセンター導入

1992.5 ■鋳造の離型剤に使用していた

特定フロン（フロン113）使用全廃

1993.3 □「日野地球環境憲章」策定

□「日野地球環境行動計画」策定

□日野環境委員会設置

■生産環境委員会設置

1994.6 ■部品洗浄用に使用していた

トリクロロエタンの使用全廃

1994.12 ■羽村工場 コ・ジェネ2号機導入

1996.3 □「日野地球環境活動計画」第1回改定

1997.3 ■新田工場 鋳物砂再生装置導入

1998.11 ■ダイオキシン対策として小型焼却炉

を廃止

1999.3 ○羽村工場 ISO14001認証取得

2000.3 ○新田工場 ISO14001認証取得

2000.9 □環境報告書発行

2001.2 □「日野地球環境憲章」第1回改定

□「日野自動車環境VP」策定

2001.3 ■3工場ゼロエミッション達成

○本社・日野工場 ISO14001認証取得

2002.1 ○青梅部品センター・日高配車センター

ISO14001 認証同時取得

□リサイクル委員会設置

□販社環境委員会設置

2002.7 □「販売会社環境ガイドライン」発行

2002.9 □「環境に関する調達ガイドライン」発行

2003.4 ○田町事務所 ISO14001認証取得

◆1992 リオデジャネイロ・

地球サミット

◇1992 中期ブレーキ規制設定

◇1993 環境基本法制定

◇1993 自動車NOx削減法

施行

◇1994 平成6年排出ガス

規制

◆1997 京都でCOP3開催

◇1999 平成11年排出ガス

規制

◇2001 平成13年騒音規制

◇2002 自動車NOx・

PM法施行

◆2002 ヨハネスブルグ・

地球サミット

◇2003 平成15年排出ガス

規制

1991.4 ディーゼルエンジンーー電気

ハイブリッド車（HIMR）発売

1993.3 環境技術委員会設置

1993.5 リサイクル法に基づく

事前評価実施要領発行

カーエアコン用特定フロンを

代替フロンに変更完了

1995.2 コモンレール式燃料噴射

システム搭載車発売

1998.2 使用済み自動車リサイクル・

イニシアティブ「自主行動計画」

発表

2000.2 パルスEGRシステム搭載車発売

2001.12 国内初5気筒ターボインター

クーラーエンジン搭載車発売

2002.2 新型ハイブリッド自動車（バス）

「新型HIMR路線バス」

省エネ大賞 資源エネルギー庁長

官賞受賞

2003.8 超低PM認定「四ツ星」

小型トラック発売

2003.10 超低PM認定「四ツ星」

中型・大型トラック発売注釈
○ ISO
□ マネジメント
■ 生産

注釈
◇ 国内
◆ 海外

年 マネジメント・生産 製品 社会の動き
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編集後記 環境部編集担当者より

ディーゼル車の排出ガス規制が強化されるととも

に、製品の安全性に対する企業姿勢が厳しく問われ

るなど、企業の社会的責任が大きくクローズアップ

されたこの1年は、トラックという製品を生産する日

野自動車の社会的責任の大きさを、あらためて実感

する年となりました。

今回で5回目の発行となる「ENVIRONMENTAL

REPORT 2004 ─環境報告書─」は、昨年同様に

「日野自動車に関わるすべての人にとっての必要な情

報の記載」と「読みやすさ・わかりやすさ」を編集方

針としました。さらにこうした社会的背景を受けて、

排ガス低減に向けた取り組み、製品の安全性、社会

活動に関する情報の充実を図りました。

とりわけ「日野4ツ星プロジェクト」については、

担当者へのインタビューをもとに、使命感に満ちた

プロジェクト立ち上げから成功までを、ドキュメント

で綴りました。環境技術だけでなく、それを実現さ

せた日野自動車の社会的責任への取り組み姿勢を、

少しでも読みとっていただければ幸いです。

今後も、日野自動車の取り組みをご理解いただけ

るよう、読者の皆様が求められる情報を、より多く

わかりやすくお伝えしていきたいと考えています。

次回の発行は2005年6月を予定しています。

本報告書編集にあたり、蛇川社長からコミットメ

ントをいただくとともに、企業の社会的責任に対す

る考え方をお話しいただきました。

「共存共栄なくして、企業も社会も成り立たない。

環境や社会への取り組みは、企業としてあたりまえ

のこと」と、蛇川社長は力強く語りました。

環境に対する責任、「日野4ツ星プロジェクト」への

確信、リコール制度への姿勢、企業経営のあり方など、

社長のゆるぎない決意を実感できました。

「あたりまえのことを、着実に進めていく」ことが、

すべての取り組みの基本中の基本。このことを、私た

ちが今さらながら再認識する良い機会となりました。

発 行 部 署／日野自動車株式会社　環境部

東京都日野市日野台３丁目１番地１

問い合わせ先／環境部

TEL.042－586－5563 FAX.042－586－5222

総合企画部　広報渉外室

TEL.042－586－5494 FAX.042－586－5299

発　　　　行／2004年6月

ホームページ／http://www.hino.co.jp/

2004年5月14日 日野自動車本社にて



グリーン購入に取り組んでいます 
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